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本 店 所 在 地 香川県高松市亀井町5番地の1
創 業 1878年11月1日
総 資 産 5兆7,129億円​
総 預 金 4兆7,112億円（譲渡性預金を含む）​
貸 出 金 3兆5,128億円​
資 本 金 373億円​
発行済株式総数 28,630千株​
従 業 員 数 1,940人​
店 舗 数 133店舗（本支店100、出張所22、​

クイックスクエア6、コンサルティング
プラザ5）​

店舗外ATMコーナー 131カ所​

（2025年3月31日現在）
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統合報告書2025のポイント
本年度は、長期ビジョン2030の実現をめざすうえで、価

値創造プロセスに基づく事業展開を通じた当行グループの
主な取組状況を、外部環境等を踏まえて特定した重要課題
（グループマテリアリティ）に沿って説明する内容としまし
た。企業価値向上にはステークホルダーの皆さまとの対話
が重要であることを認識しており、対話への主な取組内容
を記載した「ステークホルダーコミュニケーション」の頁
を新たに設けています。​
また、2028年11月に迎える創業150周年に向けて、若

手行員が中心のプロジェクト始動について、初公開する内
容となっています。​
本書をきっかけに、ステークホルダーの皆さまとの対話

がより一層、進むきっかけとなれば幸いです。​

編集方針
百十四銀行は、当行グループの持続的な価値創造に向け

た取組みについて、財務情報と非財務情報の両面から、ス
テークホルダーの皆さまに分かりやすくお伝えすることを
目的に本報告書を作成しています。
編集にあたっては、国際統合報告評議会（IIRC）が提唱

する「国際統合報告フレームワーク」及び経済産業省の「価
値協創ガイダンス」などを参考にしています。
なお、本報統合報告書は、情報編(本報告

書)及び資料編で構成され、銀行法第21条に
基づくディスクロージャー資料（業績及び財
産の状況に関する説明資料）を兼ねていま
す。計数につきましては資料編をご覧下さい。

報告対象範囲
百十四銀行及びグループ会社​

報告期間
2024年度（2024年4月1日～2025年3月31日）
一部内容に2025年度を含みます。

2
活気ある企業風土の

醸成を
めざします。

3
健全性の確保と

企業価値の
創造をめざします。

1
お客さま・地域社会

との共存共栄を
めざします。

⃝対話を密にし、相互の信頼を深めます
⃝ プロフェッショナルとして成長するための努力を惜しみません
⃝ 多様性（ダイバーシティー）を理解し、人権を尊重します
⃝ 環境の負荷軽減に努め、地域の活性化に貢献します
⃝ ステークホルダーの期待を超える行動を実践します

For Our Stakeholders
地域金融機関としての責務の遂行を通じ、

ステークホルダーの皆さまとともに地域社会の持続的成長をめざします。
本誌は、株主及び投資家の皆さまをはじめ、当行をご利用のお客さま、
そして地域の皆さまに私たちの取組みをご理解いただくとともに、

私たちから皆さまへのコミットメントとして発行します。

価値創造を支える基盤
49 コーポレート・ガバナンス
53 社外取締役インタビュー

55 リスク管理及びコンプライアンスへの取組み
59 役員一覧

01 02The Hyakujushi  Bank, Ltd. The Hyakujushi  Bank, Ltd.



イントロダクション

At a Glance

非財務ハイライト 財務ハイライト 

長期発行体格付 発行体格付

信用格付
（2025年3月末）

JCR
(日本格付研究所）

R&I
(格付投資情報センター)

A A-

総預金残⾼（単体）
※預金＋譲渡性預金

（億円）

4兆7,112億円

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

47,958 47,652 47,112

貸出金残⾼（単体）

（億円）

3兆5,128億円

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

33,668 34,331 35,128

2023年3月末 2024年3月末 2025年3月末

205

699

481

（億円）

481億円

有価証券評価損益（単体）

9.33%

連結自己資本比率

（%）

2023年3月末 2024年3月末

9.33

2025年3月末

9.10 9.12

2023年3月期 2024年3月期

4.16

2025年3月期

3.24 3.16

2023年3月期 2024年3月期

481

2025年3月期

315 336

4.16%

自己資本利益率（連結）
(ROE)

（%）

71.6%

OHR（単体）
※業務粗利益ベース

（%）

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

76.1 74.9
71.6

481円

1株あたり当期純利益（連結）
(EPS)

（円）

（単体）

128億円

（連結）

137億円

当期純利益（単体・連結※）

2023年3月期 2024年3月期 2025年3月期

単体
83

単体
88

連結
91

連結
96

単体
128

連結
137

※連結当期純利益は、親会社株主に帰属する当期純利益

⃝ ⃝ ⃝ 当行 ⃝ ⃝ ⃝

⃝ ⃝ ⃝ 従業員 ⃝ ⃝ ⃝

⃝ ⃝ ⃝ 地域社会 ⃝ ⃝ ⃝

⃝ ⃝ ⃝ お客さま ⃝ ⃝ ⃝

創業

147周年

従業員数
（2025年3月末）

単体1,940人

人的資本投資額
(2024年度)

3.3億円

顧客数
（2025年3月末）

個人顧客数

法人顧客数
約119万人

53,658社

男性の育児休業取得率
(2024年度)

100%

CO2排出量削減率
(2025年3月末)

2013年度比
▲55.1%

法人向け貸出残⾼増加率
(2025年3月末)

女性管理職・役席者比率
(2025年4月1日)

管理職

役席者
16.6%

31.3%

1878年（明治11年11月）創業

管理職…次長・グループ長以上
役席者…支店長代理・調査役以上

現中期経営計画期間中の増加率 個人ローン残高及び長期的な資産
形成に資する預り資産残高

外部講師費用、行外研修派遣
費用、試験及び通信講座補助、
長期トレーニー派遣者人件費、
研修会館管理費用等

サステナブルファイナンス
実行額

(2021年度～2024年度の累計)

法人コンサルティング
提供件数
（2024年度）

金融教育受講者数
(2023年度～2024年度の累計)

個人のお客さまの
ライフデザインに係る資産残⾼

(2025年3月末)

2,438億円

1,497件

11,119名

9,379億円

（億円）

2022年度末比
+9.4%
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2025年7月

挑戦の歴 史を礎に
　　上昇 志向で地域の明るい未来を
　　　　 創造してまいります。

トップメッセージ

マネジメントメッセージ

2024年4月に頭取に就任し、1年余りが経過しました。

その間、日本銀行による政策金利の引き上げが段階的に行

われ、本格的に金利のある世界が訪れたことは、マイナス

金利下で収益力の低迷に苦しんでいた我々銀行にとっては

大きな追い風となりました。当行の時価総額は1,000億円

を安定的に上回る水準まで回復し、市場からの期待感が高

まりつつあることを強く実感しています。​

他方、我々銀行を取り巻く環境は、人口減少や少子高齢

化といった構造的な問題に加えて、大手資本の参入による

更なる競争の激化や、生成AIをはじめとする技術革新を背

景に引き起こされるパラダイムシフトといったように、

刻々と、また劇的な変化の中にあります。そのため、これ

らの動きにスピード感をもって対応することができなけれ

ば、ステークホルダーの皆さまが持つ当行への期待感は、

すぐに薄れてし​まうという強い危機感も、常に持ち合わせ

ています。​

変わりゆく環境の中で「当行自身が変わらなければいけ

ないこと」と「決して変えてはいけないこと」があります。

後者は、とりわけ、我々の事業活動の最も重要な基盤であ

り、成長の源泉である地域社会への感謝の気持ちです。経

営理念に掲げる「お客さま・地域社会との共存共栄」に込

められた想いを、今一度、深く心に留め、経営に​邁進して

まいります。​​

さて、2025年度は、中期経営計画の最終年度であると

同時に、次期中期経営計画の発射台にもなりますので、

今後の当行グループの成長曲線を明確に描いていくうえ

で、非常に重要な1年です。これまでよりも一段高いス

テージを見据えて、めざす高みに向け、グループ一丸と

なって、飛躍的な成長と企業価値の向上に取り組んでま

いる所存です。​

金利のある世界の定着とともに目線は一段⾼いステージへ 

取締役頭取
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トップメッセージ

マネジメントメッセージ

中期経営計画の経営目標の進捗は総じて順調な一方で、 
人材とデジタルは道半ば

2023年4月にスタートした中期経営計画「創ろうイ・

イ・ヨ♪」の2年間を振り返りますと、長期ビジョンでめ

ざす「総合コンサルティング・グループの進化」をテーマ

に、ステークホルダーの皆さまがウェルビーイングな社会

の実現に向けて、地域やお客さまが抱える様々な課題解決

に一緒になって汗をかきながら、百十四グループとして提

供するソリューションの質を着実に高めてまいりました。

昨年11月には、金利環境の変化に伴い収益力が高まってい

たファイナンス領域と、お客さまのニーズを的確に捉える

コンサルティング領域のシナジーが想定より早く生まれ、

本業での「稼ぐ力」が向上したことを受け「親会社株主に

帰属する当期純利益」の経営目標を85億円から135億円へ

と大幅に引き上げることができました。

一方、成長ドライバーと位置付けている人材とデジタル

については、まだまだ取組みの余地が残されています。

人材については、当行の経営の根幹を支える最も重要な

資本ですが、個々の能力や個性が最大限引き出せているか

といえば、必ずしもそうはなっていないと考えています。

現中期経営計画では、職員の「働きがい」と「働きやすさ」

を高めるために様々な取組みを進め、徐々に職員のエン

ゲージメントに結びつきつつある状況ですが、個々の能力

や個性を的確に把握し、そのポテンシャルの発揮に向けた

取組みについては道半ばです。足元は、新たにＡIを活用し

た能力測定ツールやスキル可視化の仕組みの早期導入に向

けて動いています。

デジタルについては、DXを組織全体で機能させていくこ

とが避けられない中、業務の在り方や考え方が、従前のや

り方に縛られている部分が多く残っていると感じます。特

に、生成AIのような新たな領域に踏み込んでいくにあたり、

経営陣が率先して意思を示し、行内全体のマインドをデジ

タルシフトさせたいと考えています。

頭取就任前は、人事の担当役員を務めておりましたので、

採用面接に来てくれる学生や、研修の機会が多い若手行員

とは話をする機会が多くありました。そういったこともあ

り、頭取就任後も、できるだけ多くの行員と直接コミュニ

ケーションを取る機会を持つことを大事にしています。そ

の一環として昨年度は、若手行員100名超を集めた「タウ

ンホールミーティング」を開催し、私自身の口から経営方

針や行員へ期待することを伝えたほか、お取引先による講

演や役員・部店長が加わった懇親会を実施しました。開催

後のアンケートでは「経営方針への理解が深まった」とか「自

身のキャリアについて考える良い機会となった」といった

前向きな感想に加えて「経営陣との距離が縮まった」とい

った嬉しい意見もあり、開催して本当に良かったと感じて

います。

また、お客さまとの接点の最前線を担うのは営業店です

ので、それぞれの現場ならではの空気感を直接感じること

も重要であると考えています。そのため、私自身が営業店

に出向き、少人数の若手行員と、より一層交流を深める機

会として「ミニタウンホールミーティング」も開始してい

ます。今年2月からの約1年間で、1回あたり20名程度、計

職員との対話を地道に重ねることで、 
マインドセットの転換を促す

2025年3月、野村證券株式会社と「金融仲介業務におけ

る包括的業務提携に関する基本合意書」を締結しました。

当行は「人生100年時代への対応」をマテリアリティの一つ

に掲げておりますが、香川県は、家計資産に占める預貯金

資産の割合が高く、物価等の上昇局面には、相対的にその

影響を受けやすいという特徴的な課題を抱えています。価

値観の多様化とともに、個人のお客さまのニーズは複雑化

しており、地域金融機関としてお客さまからの期待に将来

に亘って応えていくためには、我々自身がどのような姿で

あるべきか、あらゆる選択肢を持って検討を重ねたうえで、

同社との提携に向けて議論を進めることを決断しました。

本提携によって、当行がお客さまに提供する価値は、質・

量ともに飛躍的に向上することはもちろん、協業を通じ

て、当行行員のスキルアップにつなげることも大きな狙い

の一つです。地域のお客さまとの接点は、これまでどおり

当行が担っていく予定ですので、地域金融機関として、こ

れまで以上に強力に、地域のお客さまのファイナンシャ

ル・ウェルネスの実現をリードし、両社合わせて約6,000

億円の預り資産残高を、早期に1兆円まで引き上げたいと

考えています。

預り資産業務は野村證券株式会社との提携で、 
新たな局面へと向かう

300名以上の若手行員と対話を行っていく予定です。

これらの取組みを通じて、若手行員の考えや希望、時に

は不満や悩みも耳にすることにより、当行の将来を担う彼

ら・彼女らのことを正しく理解し、互いに歩み寄っていく

姿勢と、それが可能な関係性、とりわけ企業風土を創り上

げていくことが、一段高い目線を持つことにつながるマイ

ンドセットの転換には不可欠だと考えています。

「地域やお客さまのために何ができるのか」「地域内での

プレゼンスはきちんと高まっているか」という長期的かつ

外向きのマインドを醸成し、店舗、更には銀行の枠を超え

て、地域の様々な人たちと連携しながら、百十四グループ

ならではの価値をどのように生み出していけるのかという

ことを、各現場が自律的に考えて実行できる、行動変容に

つながっていけば、と強く思っています。
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マネジメントメッセージ

地元香川県のにぎわいを後押しすることで、 
当行グループの成長につなげる

次期中期経営計画と創業150周年に向けた 
プロジェクトが始動

香川県では、最大1万人収容で中四国最大級となる県立ア

リーナの開館や、約3千人の学生が収容できる私立大学の移

転など、関係人口の増加につながるハード面の再開発が、

これまでにないスピードで進んでいます。また、瀬戸内海の

島々を舞台に開催されるアートイベント「瀬戸内国際芸術祭」

は、今年はインバウンドをはじめ100万人を超える来場者が

見込まれるなど、大変な活況を呈しています。この先も、廃

校を活用したAI開発用GPUデータセンターや、外資系ホテ

ルの新規開業を控えるなど、地域経済にとって明るい話題

に事欠かない状況です。一方で、せっかくの盛り上がりも、

一時的なもので終わってしまっては意味がありません。香川

県は、観光客に占める宿泊者の割合が3割程度と低いこと

や、1人あたりの消費単価が低いこと、離島をはじめ交通の

便が少ないこと、更には、オーバーツーリズムのような課

題も顕在化しつつあります。そのため、今のにぎわいを持続

的なものにするには、そういった課題面にもきちんと目を

向けていく必要がありますし、それは行政だけの役割では

なく、地域に根ざして事業活動を行う我々地元の企業も知

恵を出し、働きかけていかなければいけません。

今年4月に設立した「114地域みらいデザイン株式会社」

は、銀行業の枠に捉われない事業展開が可能となる「地域

活性化事業会社」です。地域の様々なプレーヤーと連携す

ることで、行政面での課題解決や、地域の魅力を活かした

オリジナルの観光コンテンツ造成等、地域の面的な活性化

を通じて、百十四グループが地域の明るい未来をリードす

る存在になりたいと考えています。地元香川県における更

なるにぎわい創出を源泉に、当行グループの持続的な成長

につなげてまいります。

現在、2026年4月にスタートする予定の次期中期経営計

画策定に関するプロジェクトチームが立ち上がっていま

す。次期中期経営計画は、長期ビジョン実現に向けた〝第

2フェーズ″という位置づけですが、金利環境をはじめとす

る様々な外部環境の変化に対応しながら、これまで進めて

きた「総合コンサルティング・グループ」としての姿をど

のように昇華させていくか、ということがグランドデザイ

ンを描くうえでの一つのポイントになろうかと思っていま

す。一方、最も重要な点として、中期経営計画は、何とい

っても、それを実際に行動に移す現場の行員が主役です。

そのため、彼ら・彼女らが、計画に込められた想いを含め

て、その中身や自分たちの役割に対してしっかりと腹落ち

していないと、単なる絵に描いた餅となります。そのよう

な課題感から、今回は、従来よりもかなり早い段階でプロ

ジェクトをキックオフさせました。

色々な立場の行員の意見に耳を傾け、試行錯誤を繰り返

す時間を確保し、全行員が〝自分ごと″に思えるような形

で検討を進めていきたいと思います。

また、次期中期経営計画の最終年度である2028年11月

には創業150周年を迎えます。こちらも、若手行員が中心

のプロジェクトが始動し、これから50年先、100年先も、

百十四グループが地域から求められ続けるために、我々は

どう変わっていかなければいけないか、ということを真剣

に考えています。「新しい百十四グループに生まれ変わる」

くらいの意気込みで、一体何が欠けているのか、残さない

といけない強みや伝統とは何なのか、若手行員から大胆な

アイデアや意見が飛び交う一大プロジェクトへと発展して

おり、私自身も大変楽しみにしています。

これら2つのプロジェクトが、本部、営業店、グループ

会社も含めた全ての職員を巻き込んでいくことで、これま

でにないレベル感で「チーム」としての総合力が発揮され

ると考えています。

挑戦の歴史に新たな1ページを

最後に、当行が歩んできた約150年の挑戦の歴史につい

て触れておきます。当行は、銀行店舗行政が移管された

1949年以降に店舗網の整備に着手し、翌年の1950年には、

地方銀行として初めて域外から大阪府に進出したほか、東

京都や愛知県といった大都市圏にも早くから店舗展開に挑

戦してきた歴史があります。戦後の日本復興を担う事業者の

資金需要に応えてきたことで、広域のお取引先と長い年月

をかけて築き上げてきた強固な関係は、現在の当行グルー

プの大きな財産であり、競争優位の源泉となっています。

銀行を取り巻く環境が大きく変わる今こそ、我々の先輩

たちが積み重ねてきた挑戦の歴史に新たな1ページを加え、

次世代にも受け継いでいくことが経営者である私の大きな

使命であると考えています。

この挑戦の遺伝子を原動力に、地域やお客さま、そして

未来世代をこれまで以上にしっかりと応援することで、地

域と一緒に当行自身の成長にも繋げていきたい想いですの

で、ステークホルダーの皆さまには、今後とも一層のご支

援を賜りますよう、よろしくお願い申し上げます。

地域を挙げた〝大応援団〟を結成

今年6月、当行が冠スポンサーとなる「百十四銀行　前

期日本卓球リーグ香川大会」が開催されました。国内の卓

球競技における最高峰リーグであり、香川県での開催は実

に34年振りであったことに加え、オープン間もないアリー

ナでの開催ということも重なり、県内外を問わず多くの人

が注目する〝ビッグイベント″となりました。

当日は、延べ1,700名を超える役職員とその家族が応援

に駆け付け、そこに地域の人たちの声援が重なり、まさに

地域全体を挙げた「大応援団」が結成されました。応援の

熱量に満ちた空間を、日頃お世話になっている地域の皆さ

まと共にすることができたことは、大変貴重な機会となり

ましたし、地元香川県が持つ計り知れないパワーを改めて

感じることができました。今後もこの熱量を絶やすことな

く、色々な立場にある人たちの気持ちが一体となること

で、地域が抱えるあらゆる難題も乗り越えていけると確信

しています。

トップメッセージ
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当行が認識する株主資本コスト：5～8％

財務担当取締役メッセージ

■ 業績について
 ▶2024年度業績の振り返り
　2024年度は、単体の経常収益が前期比78億円増加の
813億円、当期純利益が前期比40億円増加の128億円、親
会社株主に帰属する当期純利益についても40億円増加の
137億円と、3年ぶりの増収増益となりました。
　好調な業績の背景として、日本銀行による政策金利の引
き上げが2度にわたり実施され、金利のある世界が本格的に
到来したことが挙げられます。これにより、主に貸出金利
息収入の改善を通じて資金利益が増加し、本業の収益力を
表すコア業務粗利益は大きく改善しました。

　低金利環境下で低水準を余儀なくされてきた当行の金融
面での稼ぐ力は、本来の収益力を取り戻すフェーズを迎え
ていると考えています。加えて、「総合コンサルティング・
グループ」として培ってきたフィービジネスの強化や、国
内外の金利動向を捉えた有価証券ポートフォリオの入れ替
え・デュレーションの短期化を進めてきたこと等を総合的
に勘案すると、当行グループの収益基盤は着実に強化され
てきたと評価しています。

⃝業績推移

単体決算（単位：億円） 2023年度 2024年度 2025年度
（予想）前年度比 前年度比

経常収益 735 813  78 880 66
コア業務粗利益 500 538 38 590 52
　資金利益 381 419 37 470 50
　役務取引等利益 69 66  △2 79 13
　その他業務利益（除く債券関係損益） 49 52  3 40 △11
　　うち外国為替売買益 37 54 16 45 △8
　　うち金融派生商品損益 11 △1 △13 △4 △3
経費 321 328 6 346 18
コア業務純益 179 210 31 244 33
債券関係損益 △71 △80 △8 △45 35
与信関係費用 11 38  26 43 4
経常利益 132 185  52 224 38
当期純利益 88 128  40 145 16

顧客向けサービス業務利益 103 114  11 117 3
有価証券関係損益 △47 △6  41 9 16

連結決算（単位：億円） 2023年度 2024年度 前年度比 2025年度
（見通し） 前年度比

経常収益 821 900 78 985 84
経常利益 145 199  53 241 41
親会社株主に帰属する当期純利益 96 137 40 155 18

マネジメントメッセージ

百十四グループの企業価値向上の取組みは、
“ロジックツリー”に基づく事業展開を通じて
新たなステージに踏み出します。

取締役常務執行役員 

岩根　正明

▶2025年度の業績の見通し
　経済情勢の見通しは不透明感が拭えない状況ではありま
すが、実質金利は依然として大幅なマイナス圏にあること
から、政策金利の引き上げはまだ続く見込みです。2025年
度は、昨年度の政策金利引き上げの効果が徐々に表れるこ
とから資金利益の増加を予想しており、2年連続の増収増益
と、経常利益ベースでは過去最高益の更新を見込んでいま
す。但し、米国の関税政策は、中小・零細企業をはじめと
する事業者に大きな影響を及ぼす可能性があり注視が必要
です。私どもは「総合コンサルティング・グループ」として、
事業者毎の特性や経営状況に応じた経営支援に邁進し、こ
の難局を乗り越えていきたいと考えています。

　2025年度は現中期経営計画の最終年度です。積み残した
課題等に対応しつつ、次期中期経営計画の公表と併せて、
経営目標を上回る成果をお示ししたいと考えています。

中期経営計画の経営目標の進捗

経営目標
実績 実績 予想 目標

2023年度
(1年目)

2024年度
(2年目)

2025年度
(3年目)

連結
当期純利益※ 96億円 137億円 155億円 135億円

以上
連結

自己資本比率 9.12% 9.33% — 9.0%
程度

単体OHR 74.9% 71.6% — 65.0%
 程度

■ 百十四グループの企業価値向上

　長期ビジョンでは「環境・社会価値」と「経済価値」の
両立をめざしています。地域やお客さまをはじめとするス
テークホルダーの皆さまのウェルビーイングに貢献し、そ
の恩恵が当行グループの経営のサステナビリティ向上につ
ながる循環を実現することで、中長期的かつ持続的な企業
価値向上が図られるものと考えています。
　PBRは長らく1倍を下回っていますが、金利環境をはじめ
外部環境は転換期を迎えており、その流れを捉えて右記の
ロジックツリーを意識した事業展開を行うことで、企業価
値向上に向けた新たなステージに踏み出してまいります。

■ ROE向上に向けて

　PBR1倍の達成には、株主資本コストを上回るROEの向
上が最重要課題です。当行の株主資本コストは5～8％程度
と認識しており、長期ビジョン2030で掲げる5％の早期達
成を通過点として、そこから更に加速度的な資本収益性の
向上をめざしてまいります。そのために、最適なアセット
アロケーションやフィービジネスの強化、株主還元の充実
等に取り組んでまいります。

⃝企業価値向上に向けたロジックツリー

ROE

PBR

収益性の向上

コストコントロール

株主還元

資本の最適配分

サステナビリティ経営の実践

エンゲージメント強化

既存事業の深化

新事業への挑戦

地域の魅力向上への取組み

0.30倍

約7.2倍

当期純利益
株主資本

1

PER

株主資本コスト 
ー 期待成長率

4.16%

1

RORA改善

財務レバレッジ
コントロール

株主資本
コスト抑制

期待成長率
向上

⃝ROEの推移 (%)

資本収益性を高め、
資本コストを上回る

水準をめざす。
※親会社株主に帰属する当期純利益

0.94 73

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度

4.164.06
3.24

2024年度

3.16
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⃝政策保有株式の削減状況 

財務担当取締役メッセージ

■ RORAを意識した経営

金利のある世界において、RORAを意識した業務運営が求
められます。主要なアセットである事業性貸出を中心に、
金利上昇が収益に与える正のインパクトの極大化に向けた
最適なアセットアロケーションを模索するとともに、当行
の強みである広域店舗展開を活かした人的リソースの最適
配分や、個社/案件別のRORAを案件審査に活用する等、営
業店への浸透も図ってまいります。

1,065
970

887

1,202

36.5% 34.1% 31.5%
36.5%

20.0%以下494 477
408

2020年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度 2030年度

366

■■ 時価残高（億円）　■■ 簿価残高（億円）　　　 連結純資産比率（時価ベース）（政策保有株式時価÷連結純資産）

1,112

351

33.9％

中期経営計画「創ろうイ・イ・ヨ♪」

マネジメントメッセージ

⃝主なアセットクラス別RORAの実績と方向性

低

高

RORA ストラクチャード
ファイナンス

上場企業等向け貸出

バブルの大きさ：平均残高
低 高

ROA

不動産賃貸業
向け貸出

海運業向け貸出

住宅ローン

〔実線〕
2024年度実績

〔点線〕
今後の方向性

事業性貸出

■ 株主還元

株主の皆さまには、利益の状況や経営環境等を総合的に
勘案したうえで、総還元性向30％程度を目安に安定的な利
益還元を行うことを基本方針としています。

2024年度は、金融・経済環境の改善を背景に利益が上振

れしたことを受け、1株あたり配当金は、過去最高となりま
した。

今後もステークホルダーの皆さまの期待に応えるべく利
益成長を通じた還元の充実を図ってまいります。

⃝株主還元の推移

96

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度 2025年度

137

●● １株あたり配当金（円）
■■ 親会社株主に帰属する当期純利益（億円）　
■■ 配当金総額（億円）　　
■■ 自己株式取得金額※（億円）
※自己株式取得については、取得時期の総還元性向に計上

41
5

91

20

155

10
21

6
25

50

70 75
90

145

176

117

予想

過去最高

■ 資本のコントロール

2024年度末の連結自己資本比率は9.33％と、国内基準行
に求められる水準を大きく上回っています。地域金融機関
として、リスクマネーの供給を通じて地域を支えていく使
命を果たしていくためにも相応の自己資本を有しておく必
要があります。一方で、過剰な自己資本は資本効率の低下
にもつながりますので、持続的な企業価値向上に必要な成
長投資の実行も含めて、適切な自己資本比率をコントロー
ルしてまいります。

キャピタルアロケーション

＋0.48%

2023年度 連結当期
純利益

株主還元 RWA等 2024年度

9.12%
▲0.16%

▲0.11%
9.33%

・・・
適切な水準を
コントロール

利益の積上げ

株主還元
成長投資

⃝キャピタルアロケーション

■ 政策保有株式の縮減

政策保有株式の縮減は、資本効率や価格変動リスク抑制
の観点から極めて重要なテーマであり、将来的に時価ベー
スで連結純資産比率の20％以下とすることをめざしていま
す。そのような方針のもと、中期経営計画でめざす簿価60
億円の縮減計画について、2年目終了時点の縮減実績は57

億円に達しています。

銘柄毎の保有の合理性は、地域経済の持続可能性や当行
の企業価値向上の観点による「保有意義」とRORAを用いた
「経済合理性」について定期的に検証しています。

■ PER向上に向けて

収益性をはじめとする財務面の改善に加えて、投資家の
皆さまからは、将来の成長性に対して一定の評価をいただ
くことが重要です。そのためには、非金融領域も含めて具

体的かつ実現可能性の高い成長戦略を描き、行内外に示し
ていく必要があると思っており、そのためにもステークホ
ルダーの皆さまとの積極的な対話に取り組んでまいります。

■ グループ総合力の発揮を通じた成長戦略

足元2年間で、中小企業の海外事業を支援する「ベトナム
現地法人」、事業承継や新規事業に取り組む事業者にエクイ
ティを提供する「投資専門会社」、銀行業の枠を超えて地域
活性化に資する事業展開を行う「地域活性化事業会社」を
設立しました。
地域の課題やお客さまのニーズ等、私どもを取り巻くさ

まざまなものが多様化する中、従来の銀行ビジネスだけで
なく、地元香川県を中心に地方創生・地域活性化を牽引す
るための新たな事業展開によって、非金融領域を含めたグ
ループ総合力を発揮し、ステークホルダーの皆さまからの
期待に応えられる成長戦略を実践してまいります。

■ 投資家・株主とのエンゲージメント

様々な投資家・株主の皆さまとの対話の機会を設けるこ
とは、当行の経営方針や経営戦略、業績等に対する理解促
進と、情報の非対称性低減を通じた株主資本コストの抑制
に加え、当行グループの企業価値向上に資する重要な知見
等の収集等につながる重要な取組みと位置付けています。
こうした考えのもと、2024年度は、頭取による機関投資

家・アナリスト向け決算説明会や、1on1ミーティングを開
催するとともに、より多くの投資家・株主のみなさまへの
情報発信を目的として、個人投資家向け会社説明会のライ
ブ配信を行いました。（対話についての詳細は、P15「ステー
クホルダーコミュニケーション」を参照）
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■ IR活動への取組み

当行の業績や経営方針・経営戦略等についての理解促
進を図るため、投資家の皆さまとの対話の機会を設けて
おり、「機関投資家向け決算説明会」や「個人投資家向け
会社説明会」を定期的に開催するほか、機関投資家の皆
さまとは、個別面談の機会を設けています。

対話を通じて得られた意見等は経営陣にフィードバッ
クしており、当行グループの企業価値向上につながる提
言等については積極的に取り入れています。

⃝2024年度のIR実施状況

■ 株主優待制度

株主の皆さまの日頃からのご支援に感謝するとともに、当行株式への投資魅力を高
め、より多くの皆さまに当行株式を長期保有していただくために、株主優待制度を導
入しています。

■ タウンホールミーティング/ミニタウンホールミーティング

3年目・6年目の行員を対象に、頭取自らが、当行の現状や
経営方針について語り、対話を行う対話集会「タウンホール
ミーティング」を開催しました。当行の将来を担う若手行員が、
銀行全体を理解し、一つ上の立場で物事を考え、高い目標に向
かうチャレンジ意識の醸成を目的としています。

開催後の参加者からの声が好評だったことから、参加者
を絞り、頭取が各営業店に出向いて行う「ミニタウンホー
ルミーティング」を、順次開催しています。

ステークホルダーコミュニケーション

マネジメントメッセージ

■ 近況報告会

地元を中心とするお客さまに対し、当行の経営状況や主
な取組みを紹介し、親睦を深めることを目的にした「近況
報告会」を、毎年開催しています。

■ お客さまアンケートの実施

業務品質の更なる向上を目的に実施しているお客さまア
ンケートでは、約7割のお客さまが、当行との取引状況や
取引内容に満足しているという回答が得られております。

投資家/株主の皆さまとのコミュニケーション

お客さまとのコミュニケーション

職員とのコミュニケーション

回数 説明者

機関投資家向け決算説明会 1回 頭取

個人投資家向け会社説明会   3回※ 頭取、執行役員

機関投資家との個別面談 9回 執行役員

⃝対話を通じた主な改善事項等

WEB 適時・適切な情報提供を目的に行う
当行のIR活動の年間カレンダーはコチラ　

WEB 当行の株主優待制度の概要はコチラ

​✓​取締役会スキル・マトリックスの見直し
​✓​目標ROE達成時期の前倒し
​✓​認識する資本コストの水準を開示　など

開催場所 香川県4会場・岡山県1会場

当行参加者 業務執行取締役
約７５%約７０%

 ⃝法人のお客さま　　　  ⃝個人のお客さま⃝開催地区

約７５%約７０%

満足・
やや満足

十分・
概ね十分

当行の強みや
立ち位置を
確認できた。

役員と距離が
縮まった。

※うち1回は、ライブ配信
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28

20
百十四グループは2028年11月1日に創業150周年を迎えます。

◆プロジェクト事務局からのコメント

このプロジェクトは、私たちの歴史を振り返るだけでなく、未来に向けた新たな
挑戦の第一歩です。ここから更に50年、100年先の未来のために、今、私たちに何
ができるのか。どう変わっていかないといけないのか。職員一人ひとりが真剣に未来
と向き合いながら、地域やお客さまと一緒になって挑んでいきたいと考えています。

 特集！

150周年に向けた
未来志向のプロジェクト、始動。

〜 地域の想いをつなぎ、新しい百十四グループへ 〜

経営企画部
広報グループ​

栗生 侑香
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2023年 ​​ 「長期ビジョン2030」策定
「中期経営計画（2023年4月～
2026年3月）」スタート
ベトナムコンサルティング現地法人
「HBCV」設立

2024年 ​​ 投資専門会社「百十四共創投資株
式会社」設立

2025年 ​​ 地域活性化事業会社「114地域み
らいデザイン株式会社」設立

百十四グループの価値創造ストーリー

第百十四国立銀行
として創業

1970年 日本万国博覧会
1973年 第一次オイルショック
1979年 第二次オイルショック

百十四グループのあゆみ

2020.32016.32004.31994.31984.31974.31964.3 2012.32000.31990.31980.31970.31960.3 2010.3 2018.32006.31996.31986.31976.31966.3 2008.31998.31988.31978.31968.3 2014.32002.31992.31982.31972.31962.3

1872年 国立銀行条例公布
1882年  日本銀行条例により

日本銀行創立
1929年 世界恐慌
1941年 太平洋戦争

1964年 東京オリンピック 1985年 プラザ合意
1988年 瀬戸大橋開通

2005年 ペイオフ全面解禁
2008年 リーマンショック

2020年   新型コロナウイルス
感染症（COVID-19）
の世界的流行

2023年   新型コロナウイルス
の感染症法上の位置
づけが5類へ移行

2021年    東京オリンピック・
パラリンピック開幕

2024年    日本銀行が「マイナ
ス金利政策」を解除

2022年   東京証券取引所　​
​市場区分を再編

創業当時の建物（1887年頃）
三井淳生画「第百十四国立銀行盛業の図」

野村證券と「金融商品仲介業務における包括的業務提
携に関する基本合意書」締結（2025年）

旧本店
（1926年）

高松空襲で被災した当行旧本店
（1945年）

本店を現在地（高松市亀井町）に
新築、移転

（1966年）

ATM第1号機を本店に設置
（1980年）

主な出来事

四国創生に向けた包括連携（四国
アライアンス）を四国の地方銀行
4行間で締結

（2016年）

地銀共同化システム稼動
（2007年）

1878年 ​​創業

1898年 ​​私立銀行に転換し、​
株式会社高松百十四
銀行に改組

1945年 ​​高松空襲で本店が被災するも​
焼失を免れる

1948年 ​​商号を株式会社百十四銀行に変更

1950年 ​​大阪支店開設

1952年 ​​東京支店開設

1973年 ​​東京・大阪証券取引所市場第一部に上場

1978年 ​​創業100周年

2005年 ​​上海駐在員事務所開設

2017年 ​​監査等委員会設置会社へ
移行

2015年 ​​株主優待制度の導入

2018年 ​​四国アライアンス4行共同
出資によるファンド運営
会社「四国アライアンスキ
ャピタル株式会社」設立

2019年 ​​「百十四銀行SDGs宣言」
公表

2020年 ​​ 四国アライアンス4行共同出資による地域
商社「Shikokuブランド株式会社」設立
「環境及び社会に配慮した投融資方針」の
制定

2021年 ​​ 「気候関連財務情報開示タスクフォース
（TCFD）」提言へ賛同

2022年 ​​ 東京証券取引所「プライム市場」に上場

10,000

0

20,000

30,000

40,000

（億円）
50,000

1960年代1878年 1970年代 1980年代 1990年代 2000年代 2010年代 2020年代～

過去の長い歴史でつみあがった指標

総貸出金の推移
総預金の推移

明治11年  第百十四国立銀行として創業
当行は明治11年11月1日、紙幣発行の使命をもって114番目の国立銀行（内認可の順番）として
第百十四国立銀行の名称で設立されました。設立以来、香川県経済の中心的存在として長期間
揺らぐことなく続いてきた伝統ある銀行であり、今では数少ないナンバーバンク※のひとつです。
※設立時の内認可の順番を銀行名として使用している銀行

2025 年2024 年2023 年2022 年2021 年2020 年2019 年2018 年2017 年2016 年2015 年2014 年2013 年2012 年2011 年2010 年2009 年2008 年2007 年2006 年2005 年2004 年2003 年2002 年2001 年2000 年1999 年1998 年1997 年1996 年1995 年1994 年1993 年1992 年1991 年1990 年1989 年1988 年1987 年1986 年1985 年1984 年1983 年1982 年1981 年1980 年1979 年1978 年1977 年1976 年1975 年1974 年1973 年1972 年1971 年1970 年1969 年1968 年1967 年1966 年1965 年1964 年1963 年1962 年1961 年1960 年1959 年1958 年1957 年1956 年1955 年1954 年1953 年1952 年1951 年1950 年1949 年1948 年 2025 年2024 年2023 年2022 年2021 年2020 年2019 年2018 年2017 年2016 年2015 年2014 年2013 年2012 年2011 年2010 年2009 年2008 年2007 年2006 年2005 年2004 年2003 年2002 年2001 年2000 年1999 年1998 年1997 年1996 年1995 年1994 年1993 年1992 年1991 年1990 年1989 年1988 年1987 年1986 年1985 年1984 年1983 年1982 年1981 年1980 年1979 年1978 年1977 年1976 年1975 年1974 年1973 年1972 年1971 年1970 年1969 年1968 年1967 年1966 年1965 年1964 年1963 年1962 年1961 年1960 年1959 年1958 年1957 年1956 年1955 年1954 年1953 年1952 年1951 年1950 年1949 年1948 年

2022.3 2025.3 2028.3

1991年 バブル崩壊

1995年 阪神・淡路大震災
1996年 日本版金融ビッグバン

1999年  日本銀行が「ゼロ
金利政策」導入

2016年  日本銀行が「マイナス
金利政策」導入

2013年  日本銀行が「量的・
質的金融緩和」導入

2028年
創業

150周年へ

百
十
四
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

価
値
創
造
の
実
践
に
向
け
た
戦
略

価
値
創
造
を
支
え
る
基
盤

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

17 18The Hyakujushi  Bank, Ltd. The Hyakujushi  Bank, Ltd.



百十四グループの強み

香川県

兵庫県 愛知県

東京都

大
阪
府

岡山県

広島県

愛媛県
高知県

徳島県

福岡県

東京都、愛知県、大阪府

大都市圏(8か店)

⃝その他、全国シェア1位の工業製品・農水産物

⃝交通インフラ ⃝災害

⃝家計 ⃝文化・芸術 ⃝特産品

⃝基礎データ

⃝番外 ~四国編~

衣服用ニット手袋※1 うちわ、扇子※1 金時にんじん※2

1  広域ネットワークと強固な顧客基盤 3  地元香川県のポテンシャル
当行の地元である香川県は、日本で一番面積の小さい県ですが、災害の少なさや交通インフラの充実に加え、様々な分野で
特色を備えている地域であるとともに、産業や観光分野では海外からも注目されており、高いポテンシャルを秘めています。

2  グループ総合力
銀行業務を中心に、リースやカード業務をはじめとする伝統的な金融分野に加え、近年では、多様化する地域やお客さまが
抱える課題に対して百十四グループならではの価値を提供するため、海外コンサルティング現地法人や地域活性化事業会社と
いった新たな業態の会社を設立してまいりました。お客さまにとって新たな価値を生み出し、最適なソリュ―ションを提供す
るため、四国4県の地方銀行による四国アライアンスをはじめ、外部とのアライアンスも幅広く活用することで、グループ総
合力の強化を図っています。

香川県（95か店）

百十四グループ 各種アライアンス

第1位

貸出金シェア
（香川県内）

（2025年3月末）

35.5%

第1位

預金シェア
（香川県内）

（2025年3月末）

47.3%

■​当行　■​都市銀行、地銀（当行除く）、第二地銀、信用金庫、都銀

国際線旅客数

約 40万人

1世帯あたり預貯金残⾼

17,641千円

船舶乗降人員数

約 600万人

瀬戸内国際芸術祭

約72

自然災害被害額の少なさ

30百万円

オリーブの一大産地

87

アジアとつながる西日本の拠点
として旅客数は増加中！

生活コストの低さと
堅実な県民性！

本州や島嶼部を結ぶ
複数の航路が整備！

海外からも多く訪れる
3年に1度の現代アートの祭典！

防災士の数（＠10万人）は
全国で9位！

日本のオリーブ発祥の地は
観光地としても人気の小豆島！

(出所)2024年​東京航空局・大阪航空局
​「管内空港の利用概況集計表」

(出所)100の指標からみた香川
(令和7年版)

(出所)国土交通省
​「港湾調査​港湾統計(年俸)2023」

(出所)香川県

(出所)100の指標からみた香川
(令和7年版)

(出所)香川県
「統計でみる香川の農業・水産業」

全国 9位

全国 4位

全国 3位 全国 2位

全国 1位

％のシェア
（2021年）

万人の来場
（2022年会期）

84％ 60％ 98％

2,8132,813百万円百万円
(2022年）(2022年）

2,6572,657百万円百万円
(2021年）(2021年）

1,8451,845tt
(2022年度）(2022年度）

世界的な旅行ガイドブック出版社
「Lonely Planet」が選ぶ

おすすめの旅行先
第 6位（2022年）

国内で唯一選出！
インバウンドからの注目日本橋

不動産
百十四

ビジネスサービス
百十四人材
センター

百十四
銀行

百十四
総合保証

四国アライアンス

Chance地銀共同化※

その他外部パートナー
（ビジネスマッチング等）

百十四
リース

百十四
ディーシー
カード

百十四
ジェーシービー

カード

百十四
システム
サービス

114地域
みらい
デザイン

百十四
共創投資 HBCV

四国アライアンスキャピタル

Shikokuブランド

※​三菱UFJ銀行の勘定系・情報系などの基幹
系システムを基に構築した「Chance地銀共
同化システム」を共同利用する地銀の広域
連携

連携
お客さま・地域の

課題

1人あたり県民所得

2,851千円
(2021年度)

事業所数

48,460事業所
(2021年6月1日現在)

人口

913,233人
(2025年3月1日現在)

県内総生産

3兆8,638億円
(2021年度)

県土面積

1,877km2

　　

※1​経済産業省「2022年経済構造実態調査」　※2​香川県「統計でみる香川の農業・水産業」

岡山県、広島県、福岡県、兵庫県、
愛媛県、高知県、徳島県

広域瀬戸内圏（30か店）

香川県を基盤とする地方銀行ですが、早くから県外への出店を進めてまいりました。1923年に初めて県外四国地区に出店。
本州地区には、県外の地方銀行としては第1号となる1950年の大阪地区への出店を皮切りに、東京、岡山、広島へと出店を進
め、現在、11都府県で133店舗を展開する広域店舗網を形成し、各地域に根ざした営業活動を行っています。

百十四グループの価値創造ストーリー
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百十四グループの価値創造プロセス

百十四グループの価値創造ストーリー

地域のウェルビーイング向上

⃝ 特色ある地域産業の創出
⃝ 魅力ある地域資源の発掘
⃝ 重要な環境・社会課題の

解決

株主価値の向上
⃝中長期的な企業価値の向上
⃝透明性の高い情報開示
⃝ サステナビリティ経営の 

実践
⃝株主還元の充実

個人のお客さまのウェルビーイング向上
⃝ 金融リテラシーの向上
⃝ リアルとデジタルのベストバ

ランスによる金融サービスの
提供

⃝ 一生涯のライフデザインへの 
伴走　

法人のお客さまのウェルビーイング向上
⃝ 金融仲介機能の発揮
⃝ 金融・非金融の経営課題 

解決への伴走

職員のウェルビーイング向上
⃝ 挑戦を後押しする企業風土の改革
⃝ DE&Iの推進
⃝ 働きやすい職場環境の整備
⃝ プロフェッショナル人材の育成
⃝ 健康経営の充実

経営理念
 お客さま・地域社会との共 存共栄をめざします。
 活気ある企業風土の醸成を めざします。
 健全性の確保と企業価値の 創造をめざします。

百十四グループのマテリアリティに基 づく事業展開

地域経済活性化への取組み 人生 100年時代への対応

多様な人材が活躍・成長できる環境の整備 DXの実現 と地域社会のデジタル化

気候変動等、環境課題への取組み 持続可 能な経営基盤の構築

総合コンサルティング・グループの進化 生産 性の飛躍的向上

職員のウェルビーイング向上 持続可 能な経営基盤の構築

中期経営計画 
長期ビジョンの第1フェーズとして、3つの成長エンジン（SX・ HRX・DX）による変革を進め、

総合コンサルティング・グループの進化に向けた 取組みを加速する。

成長エンジンとなる3つの変革

重点戦略

経済価値

長期的にめざす水準
連結ROE 5％程度

（早期達成をめざす）
連結自己資本比率 10％程度

収益性向上と経営基盤強化に
よる百十四グループの経営の
サステナビリティの向上

環境・社会価値

“地域のみんな”がより良
くあり続けられるウェル
ビーイングな社会の実現

サステナビリティKPI
の達成

⃝ 香川県内における圧倒的シェアとプレゼンス
  預貸金シェア  第1位

⃝ お客さま基盤
  個人のお客さま  約119万人
  法人のお客さま  約5万社

⃝ 広域店舗ネットワーク   11都府県

社会・関係資本

⃝ 百十四グループ一体でのソリューション提供
⃝ 金融・非金融サービスと知見

知的資本

⃝ 総預金  4.7兆円
⃝ 貸出金  3.5兆円
⃝ 連結自己資本比率  9.33％
⃝ 外部格付※2   JCR「A」、R＆I「A-」

※2​​2025年3月31日現在

財務資本

⃝ 自然災害の少ない地域環境
⃝ 温暖で豊かな自然環境
⃝ 交通と物流の拠点
⃝ 豊富な観光資源

自然資本

⃝高度な資格保有者 中小企業診断士  29名
   FP1級  130名
⃝114マイスター制度※1

  マイスター認定者 95名
※1​​​業務を8つに分類し、分野毎に3段階の資格を認

定する行内制度（「マイスター」はその最上位資格）

人的資本

環境・社会価値と
経済価値の両立

総合コンサルティング・グループの
進化により、地域のみんなと 

ウェルビーイングな社会を創造する

長期ビジョン2030

1

2

3

HRX
Human Resources Transformation

DX
Digital Transformation

SXSX
SustainabilitySustainability

Transformation Transformation 

応
援
の
力

応
援
の
力

外部環境

地域経済の
低成長

人口減少・
少子⾼齢化の

進展

脱炭素・循環型
社会への移行

社会・経済の
デジタル
シフト

金融政策の
転換

異業種参入に
よる競争激化

規制緩和に
よる事業領域

拡大

事業活動を支える基盤
コーポレート・ガバナンス、リスク管理、コンプラ イアンス、内部監査

INPUT ACTIVITY OUTPUT

百十四グループの強み 経営戦略 提供する価値 実現したい価値

OUTCOME
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長期ビジョン（百十四グループが長期的にめざす姿）

人口減少・少子高齢化の進展に加え、脱炭素・循環型社会への移行や加速するデジタルシフトへの対応等、地域のサス
テナビリティに関わる課題は多様化・複雑化しています。このような環境変化の中で、私たち百十四グループが地域と
ともに持続的に成長するためには、長期的な視点で地域のサステナビリティに関する課題に主体的に取り組
むことで、経営の持続可能性を高めていく必要があります。
こうした認識のもと、百十四グループは、サステナビリティに関する課題のうち優先的に取り
組むべき重要課題を「百十四グループマテリアリティ」として特定するとともに、
マテリアリティの解決に向けて長期的にめざす方向性として「長期ビジョン2030」
を定めました。めざす姿の実現に向け、現在その第1フェーズとなる中計「創ろ
うイ・イ・ヨ♪」においてさまざまな施策に取り組んでいます。

環
境
・
社
会
価
値
と
経
済
価
値
の
両
立

投資専門
会社地域活性化

環境広告関連

シニア
ライフサポート

デジタル・
BPO

新事業の“挑戦”領域

事業承継経営・再生

ICT人事

エリア
デザイン海外支援

コンサルティング領域

長期ビジョン2030

2030年度を見据えた百十四グループがめざす姿

前中計
「トライ☆ミライ！」

第2 Phase

バッ
クキャスト

コンサルティングメニューの
拡充と営業体制の構築

長期ビジョン2030

総合コンサルティング・グループの進化により、
地域のみんなとウェルビーイングな

社会を創造する

総合コンサルティング・
グループへの
転換

総合コ ンサルティング・
グ ループの

進化 職員のウェルビーイング

「法人のお客さま」の
ウェルビーイング

「個人のお客さま」の
ウェルビーイング

職員が働きがいと働きやすさを実感し、
個々の能力を最大限発揮して自己実現が図られた状態

ウェルビーイングな地域社会の創造

百十四グループ経営の
サステナビリティ向上

「地域」の
ウェルビーイング

株主価値の向上

金融・非金融の重要な
経営課題が解決される
ことで事業の成長が

実感できる状態

地域経済が活性化すると
ともに、重要な環境・社会
課題が解決されることで、 
将来世代が安心して住み
続けることができる状態

人生100年時代に向けて
ライフプランに沿った

着実な資産形成の実現等
により、将来に不安なく

生活できる状態

環境・社会価値 経済価値

▪グループマテリアリティに
係るサステナビリティ

KPIの達成
➡P25

長期的にめざす水準
▪連結ROE 5％程度
（早期達成をめざす）
▪連結自己資本比率

10％程度

❶

❼

❸

❾

⑤

⓫

❷

❽

❹

⑩

⑥

⓬

 伝統的銀行業務

サステナブル
ファイナンス等

の付加価値の高い商品
の推進

デジタルを活用した
新商品・サービスの導入

⓭

⓮

FY2023 FY2024 FY2025

⓫  ベトナムに現地法
人設立 ➡P30

⓭  ポジティブインパ
クトファイナンス
の取扱い開始

❹   カーボンニュートラルへの対応支援サービス
拡充 ➡P48

百十四グループの価値創造ストーリー

課題 解決力の強化・
本 業利益の拡大

コンサルティング機能強化と新事業の探索

コンサルティング領域

新事業領域

伝統的銀行業務
金
融
領
域

非
金
融
領
域

❷  投資専門子会社の設立
❸  広告事業の開始 ➡P42

❼  ものづくり支援
サービス取扱い
開始 

❽  事業承継ファンド設立
❾  外国人材定着支援

サービス取扱い 
開始

⓬  地域活性化事業会社
の設立 ➡P30

⓫  ベトナムに現地法人
設立 ➡P32

金融・非金融の融合による
シナジー創出

⓮   投資信託・NISA口座
web開設サービス
取扱い開始

⓮   店頭タブレット導入

⓮   事業性融資における
電子契約サービス 
導入 ➡P42

⓭   カーボンオフセット
私募債の取扱い 
開始 ➡P32

⓮   バンキングアプリの機能拡充 ➡P40

⓭  ポジティブインパク
トファイナンスの 
取扱い開始 ➡P43

❶  香川県内の市町と企業版ふるさと納税に
関する契約締結 ➡P30

❶  観光コンテンツの造成 ➡P29

主な課題 
⃝�コンサルティングを起点

としたビジネスモデルへ
の変革 
⃝�多様な人材が活躍できる 

環境の整備  
⃝�デジタル・データの活用

による 生産性の向上 

非金融領域の拡大と金融サービスの⾼度化 

第 2 Phase 第3 Phase

百十四グループマテリアリティの 解決

第1 Phase
中計「創ろうイ・イ・ヨ♪」
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マテリアリティ
機会とリスク

主な取組み サステナビリティKPI 2030年度
目標

2024年度
実績

対応する
SDGs機会 リスク

社
会

地域経済活性化への取組み
⃝�地域活性化に向けた産学官金連携領域の拡大
⃝�地域企業の経営課題の高度化・多様化に伴うコンサ
ルティングニーズの拡大

⃝ 地域の人口減少・経済低迷による持続可能性の低下
⃝ 地域企業の経営課題への対応遅れによる企業業績の
悪化

⃝ 地方公共団体等との共創体制の構築による「まち」の
活性化

⃝ 百十四グループによる法人のお客さまの課題解決に向
けた伴走

地域の課題解決に向けた取組み件数 150件 43件

法人のお客さまへのコンサルティング等の
提供件数 3,000件 1,497件

人生100年時代への対応 ⃝ 人生100年時代に向けた資産形成・資産運用ニーズ
の拡大

⃝ 高齢化社会の更なる進展による社会構造変化への対
応遅れがもたらす競争力の低下

⃝ 百十四グループによる個人のお客さまの一生涯のライ
フデザインへの伴走

⃝ 将来世代に対する金融教育の実践

資産形成をサポートする顧客数 16万人 11.8万人

金融教育受講者数（2023年度以降の累計） 3万人 11,119人

多様な人材が活躍・成長
できる環境の整備

⃝ 職員のウェルビーイング実感による人材力の持続的
成長

⃝ 多様な人材の活躍推進による新たな価値創造

⃝ 社会構造変化や価値観の多様化への対応遅れによる
エンゲージメント低下及び人材流出

⃝ 職員の生活の質(QOL)低下による人材力低下

⃝ ダイバーシティ＆インクルージョン推進による多様な
人材が活躍できる職場環境の整備

⃝ �挑戦機会創出による「働きがい」と、ワークライフバ
ランス充実による「働きやすさ」の向上

⃝ 健康経営推進に向けた健康増進施策の実施

エンゲージメントスコアの持続的向上 持続的向上 67pt

女性役席者※比率（2026年度) 30％以上 31.3％

DXの実現と地域社会の
デジタル化

⃝ デジタル技術の進展による業務・サービスのデジタル
シフト

⃝ 地域社会のデジタル化に向けたソリューションニーズ
の高まり

⃝ デジタル化への対応遅れ及び異業種参入による競争
力低下

⃝ デジタルを活用した業務プロセス改革及びデジタルチ
ャネルの高度化

⃝ �SNSやホームページ等のコンテンツ拡充
⃝ �百十四グループによるお客さまのDX化推進

デジタルでつながる顧客数 40万人 10.4万人

ICTコンサルティング取組み先の倍増 100先 108先

環
境

気候変動等、環境課題への
取組み

⃝ �環境課題解決に向けたファイナンス・ソリューション
ニーズの高まり

⃝ 気候変動等への対応不足による社会的信頼の低下
⃝ 異常気象の発生や脱炭素社会への不適応に伴う地域
企業の業績悪化

⃝ �2050年カーボンニュートラルに向けた脱炭素・循環
型社会への率先した取組み

⃝ �サステナブルファイナンス等によるお客さまの脱炭素
化に向けた取組みの強化

CO2排出量（Scope1・2) 2013年度比
△75％

2013年度比
△55.1%

サステナブルファイナンス実行額（うち環境系）
（2021年度以降の累計）

5,000億円
(2,000億円)

2,438億円
(1,020億円)

企
業
統
治

持続可能な経営基盤の構築 ⃝ ガバナンス態勢の高度化及び収益構造改革等による
事業基盤の強化

⃝ ガバナンス不足による社会的信頼の低下
⃝ サイバー攻撃、災害等への対応遅れによる事業活動
中断や社会的信頼の低下

⃝ ガバナンスの強化
⃝ �収益構造改革による企業価値の向上
⃝ 資本戦略の強化及びリスク管理態勢の高度化
⃝ �システム・デジタル基盤の強化

政策保有株式の計画的削減 連結純資産
比率20％以下

連結純資産
比率33.9％

ステークホルダーとの対話拡充 ー ー

当行は、経営理念の実現に向けて、長期的な視点で地域社会を取り巻くさまざまな課題解決を図るため、外部
環境やステークホルダーから求められる要素等を踏まえて当行グループが取り組むべき重要課題を優先順位付
けを行い「百十四グループマテリアリティ」として特定しています。マテリアリティの解決に向けた様々な取組
みを通じ、お客さま・地域社会の持続可能性に貢献することで、サステナビリティ経営を実践しております。

マテリアリティの特定プロセス

委員会等での議論 地域金融機関としての地域での存在意義、価値創造に影響を及ぼす社会課題の状況、
経営課題との関係性の視点からサステナビリティ委員会において協議3

取締役会での決定 サステナビリティ委員会において協議、特定した「百十四グループマテリアリティ」に
ついて取締役会にて決定4

踏まえるべき要素の抽出 地域からの期待、さまざまなESG課題、地域社会やステークホルダーにとって重要な
要素を網羅的に抽出1

⃝生物多様性
⃝森林破壊
⃝海洋酸性化
⃝リサイクル
⃝マイクロプラスチック

⃝人生100年時代
⃝DX推進
⃝次世代への対応
⃝環境課題対応

⃝ 地方創生/地域経済 
活性化

⃝地域企業支援

⃝地域ボランティア
⃝公共政策

⃝Web3
⃝地域コミュニティ

⃝ 職員のウェルビーイング 
向上（人的資本経営）

⃝ ガバナンス/経営基盤強化

⃝ 法規制環境の 
マネジメント

⃝ 事業領域拡大
⃝ 新たな規制対応

社
会
の
サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
に
対
す
る
影
響
度

大

大当行グループのサステナビリティに対する影響度

マテリアリティ（重要課題）

S
⃝ 地域経済活性化への取組み
⃝ 人生100年時代への対応
⃝ 多様な人材が活躍・成長できる環境の

整備
⃝ DXの実現と地域社会のデジタル化

E
⃝ 気候変動等、環境課題への取組み

G
⃝ 持続可能な経営基盤の構築

【課題の優先順位付け】 【マテリアリティの特定】

課題の優先順位付け 抽出した課題を「当行グループのサステナビリティに対する影響度」と「社会のサステ
ナビリティに対する影響度」の2軸で分析し、優先順位付けを実施2

※役席者とは支店長代理または調査役と同等以上の役職（管理職を含む）の職員

サステナビリティに関するガバナンス態勢

サステナビリティ委員会の役割と主な審議事項

サステナビリティ委員会の
役割

⃝�環境・社会・経済などサステナビリティをめぐる諸課題の解決に向けた取組方針の策定
⃝戦略・施策の審議及び進捗管理

2024年度の主な審議事項
⃝サステナビリティKPIの進捗状況等について
⃝CO2排出量長期削減目標の見直し及び移行計画の策定について
⃝サステナビリティ部会の設立について

取締役会

サステナビリティ委員会
委員長：頭取

サステナビリティ部会
部会長：経営企画部担当取締役

サステナビリティWG
構成員：本部全部室

監督

報告

統括報告

指示

指示

報告

報告

（事務局）
経営企画部

百十四グループマテリアリティ

百十四グループの価値創造ストーリー

百十四グループマテリアリティとサステナビリティKPIの進捗
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価値創造の実践に向けた戦略

中期経営計画
「長期ビジョン2030」の実現に向けて、2023年度からの3年間を計画期間とする中期経営計画は、SX、HRX、
DXの3つの変革を成長エンジンとして、マテリアリティに基づく事業展開と、総合コンサルティング・グループ
の進化に向けた取組みを加速させてまいります。

SX [ Sustainability ]   /  HRX [ Human Resources ]   /  DX [ Digital ]3つの変革の推進
- Transformation -

お客さま・地域から「百十四いいよ！」と言っていただけるような付加価値の高いサー
ビスを提供していくことで、“地域のみんな”がウェルビーイングを実感できる 「いい
世の中」を創っていこうという想いを込めています。

名称の
意味

SＸ 推進

ウェルビーイング な地域社会の創造

地域共創 法人戦略 個人戦略 グループ戦略

総合コンサルティン グ・グループの進化

百十四グループの経営の サステナビリティ向上

有価証券運用の安定化 システム・デジタル基盤整備 コスト・リターン管理の徹底 ガバナンスの強化

持続可能な経 営基盤の構築

エンゲージメント醸成 人材力強化 業務改革 チャネル改革

職員のウェルビーイング向上 生産性の飛躍的向上
Ｈ
Ｒ
Ｘ
推
進

Ｄ
Ｘ
推
進

名称

基本
方針

重点
戦略

戦略を支える
成長エンジン

長期ビジョンの第1フェーズとして、3つの成長エンジン（SX・HRX・DX）による変革を進め、
総合コンサルティング・グループの進化に向けた取組みを加速する。

■ 総合コンサルティング・グループの進化  ■ 職員のウェルビーイング向上
■ 生産性の飛躍的向上  ■ 持続可能な経営基盤の構築

重点戦略 1

重点戦略 2 重点戦略 3

重点戦略 4

SX (Sustainability) ： 百十四グループと地域社会のサステナビリティの両立
HRX (Human Resources) ： 経営戦略と人事戦略の連動により人的資本の最大化
DX (Digital) ： データ及びデジタル技術を起点としたビジネスの変革

株主価値 の向上

   マテリアリ ティに基づく
事業 展開

多様な人材が
活躍・成長できる

環境の整備

持続可能な
経営基盤の構築人生100年時代

への対応
気候変動等、

環境課題への取組み

地域経済活性化
への取組み DXの実現と

地域社会の
デジタル化

収益性

健全性

効率性

91 億円

9.10 %

76.1 %

9.12 %
9.33 %

74.9 % 71.6 %

96 億円 137 億円

9.0 % 程度

65.0 % 程度

70.0 % 程度

135 億円 以上

85 億円 以上

2024年11月
目標を引上げ

目標項目／年度
2022年度

（前中計最終年度）
2023年度
（1年目）

2024年度
（2年目）

2025年度
（3年目）

実績 実績 実績 経営目標

経営目標の進捗状況
総合コンサルティング・グループの進化に向けた取組みが順調であることや、金利のある世界への転換をはじめと

する外部環境の変化を見据えて「連結当期純利益」「OHR」の上方修正を行いました。足元では見直し後の数値を更に
上回るペースで進捗しています。

当期純利益

自己資本比率

OHR
（業務粗利益ベース）

（親会社株主に帰属する
当期純利益）

連結

連結

単体

➡P29
➡P33

➡P35 ➡P39
➡P43

（期間）2023年4月～2026年3月

中期経営計画の全体像

中期経営計画の戦略体系図
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百十四グループマテリアリティ

地域経済活性化への取組み

ひと

まち

交流人口・
定住人口の

拡大

地域のブランディング
エリアデザイン

DX・GX

産業振興・
地域資源の
普及拡大

しごと

地域のDX・
環境対策（GX）

●DX・GX推進支援
(地公体・法人・個人)

人口減少・
少子高齢化・教育

●UIJターン支援
●金融教育
●相続・空き家対策支援

産業振興

●創業塾・創業セミナー開催
●企業誘致支援
●SDGs推進支援　
●人材紹介

●補助金申請支援
●販路開拓支援
●事業承継・M&A
●産業観光　等

地域資源
ブランド化

●県産品普及支援
●新商品開発支援
●地域商社「Shikoku
ブランド」の活用

まちづくり

● PPP・PFI
●基本計画策定支援

観光振興

●外部機関との連携
●観光モニタリング
●観光活性化ファンド

農業振興

●農業融資
●農地利活用推進
●６次産業化　等

「まち・ひと・しごと」の好循環を実現「まち・ひと・しごと」の好循環を実現

地方公共団体等との共創体制構築による「まち」の活性化
地方公共団体及び地域活性化に取り組む外部企業・機関との連携強化により、地域の新たな価値を生み出す共創体制構築

を進めることで、地域の「しごと」と「ひと」の循環を支える「まち」の活性化に取り組んでまいります。

人口減少や少子高齢化、東京一極集中等により地域経済の持続可能性が懸念される中、地域に根ざして事業活動を行うお
客さまの金融・非金融の課題解決に伴走することで、地域経済活性化への取組みを強力に推し進めてまいります。

地域共創戦略

◆ 地域の魅力的な産品を域外へ 
地域ならではの特産品を域内外に発信することを通じて、地域の魅力的な産品の普及拡大に貢献しています。

◆ 観光地としての地域の魅力向上へ 
⃝観光コンテンツ造成事業
地域の特色や課題を分析し、インバウンドをはじめとする新たな観光客に

訴求するための観光コンテンツを造成する等、地域のリブランディングに取
り組んでいます。

◆ 地域を持続的な“まち”へ
⃝かがわPPP/PFI地域プラットフォーム
官民連携の強化を目的に組成したプラットフォームを活

用し、PPP/PFIの普及啓発を目的とするセミナーの開催や、
個別の案件に対して官民で対話を行うサウンディングを実施
しています。

⃝四国物産フェア
「地域のサステナビリティ推進に関するパートナーシップ協定」を締結し
ている日本生命保険相互会社と共同で「四国物産フェア」を開催し、四国地
区の食品等の首都圏での販売機会創出に取り組みました。

①コンテンツ造成 ②モニターツアー

⃝企業版ふるさと納税
香川県内の各自治体と契約を締結し、地方公共団体の新たな事業推進のための財源確保や、

域外の事業者による地方創生プロジェクトを通じたSDGs達成への貢献機会の創出に寄与して
います。

感謝状贈呈式の様子

◆ 地域の事業者の人材不足を解消へ 
将来的な地域経済の縮小と事業者の減少が懸念される中、人材

の定着に悩む事業者への支援を通じて地域の雇用維持・創出に貢
献しています。

⃝四国アライアンス奨学金返還支援
人手不足が深刻な地方の事業者に対して若手人材の定着・育成支

援を目的に、四国アライアンスが共同で奨学金返還支援制度を創設
しました。

2023年12月以降、50百万円の寄付実績

2025年2月時点、四国アライアンス4行で120社を超える企業より賛同

地方公共団体や地域の主要プレーヤーの皆さまと連携を深め、既存の銀行業務の枠に捉われない事業展開によっ
て、地域の面的な活性化に貢献するため、グループ内に地域活性化事業会社「114地域みらいデザイン株式会社」
を設立しました。

                    「地域活性化事業会社」の事業開始！ 

社　　名 114地域みらいデザイン株式会社
設　　立 2025年4月

事業内容
・リサーチ&コンサルティング事業
　調査業務、官民連携コンサルティング​等
・地域デザイン事業
　観光・まちづくり事業及び新事業

▶めざす事業領域

金融機関

地方公共
団体

地元企業

大学
研究機関

その他

金
官

産

学

普及啓発・人材育成機能

情報発信・官民対話機能

交流機能

PICK�UP�!!

価値創造の実践に向けた戦略

当日来場者計809名！

▶会社概要 地域の課題やニーズを
起点に、これまで手が
届かなかった事業にも
挑戦していきたいと考
えています。

チラシ

③オンライン商談会 ④動画制作

リサーチ&コンサルティング事業 地域デザイン事業 その他

各
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Ｄ
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そ
の
他

既存領域 追加領域 (今後、地域のニーズを踏まえながら検討していく領域)

リサーチ&コンサルティング事業 地域デザイン事業 その他
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体
Ｂ
Ｐ
Ｏ

・
Ｂ
Ｐ
Ｒ

子
育
て
支
援

ソ
ー
シ
ャ
ル
イ
ン
パ

ク
ト
ボ
ン
ド

地
域
の

Ｄ
Ｘ
支
援
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既存領域 追加領域 (今後、地域のニーズを踏まえながら検討していく領域)

事
業
分
野

フェアの様子

代表取締役社長
大森 亮昌

上段：①地元酒造会社と共同での観光コンテンツ造成
下段：②モニターツアーの様子（香川県観音寺市）

百
十
四
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

価
値
創
造
の
実
践
に
向
け
た
戦
略

価
値
創
造
を
支
え
る
基
盤

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

29 30The Hyakujushi  Bank, Ltd. The Hyakujushi  Bank, Ltd.



価値創造の実践に向けた戦略

2025/3末2023/3末 2024/3末

110 104
108

33

90
120

法人コンサルティング機能の強化
　多様化・複雑化する法人のお客さまの課題に対して多方面かつ高度な経営支援を行うことで、総合コンサルティング・グ
ループとしての機能の進化を図るとともに、地域の事業者の本業の成長へ貢献することを通じて、コンサルティング領域とファ
イナンス領域のシナジーの最大化を図ります。

法人戦略

◆ 事業者支援の状況 

ベトナム
HYAKUJUSHI BUSINESS
CONSULTING VIETNAM
COMPANY LIMITED

2025/3末2023/3末 2024/3末

1,289 1,424 1,497

法人のお客さま向けコンサルティング提供件数  （件） 中小企業向け貸出残⾼  （億円）

2025/3末2023/3末 2024/3末

23,636 
24,773 25,130 

◆ 事業者の経営課題の解決 

2025/3末2023/3末 2024/3末

41

92

133

35

119

154

ICT関連ソリューション   (◯●​提供件数​​■■​収益／百万円）

　事業者が抱えるあらゆる経営課題の解決を支援するために、様々なコンサルティングサービスを展開しています。

◆ 事業者のサステナビリティ向上を支援

ポジティブ・インパクト・ファイナンス  カーボンオフセット私募債 

　取引先の事業活動が外部に及ぼす影響を評価し、ポ
ジティブ/ネガティブなインパクトの創出・低減を促
進しています。

　発行額に応じて脱炭素の取組み費用の一部を補助金
として交付するスキームを通じて地域の脱炭素に貢献
しています。

取引先
外部格付

機関

◆ 中小企業の海外事業展開の支援
　お客さまの海外進出や海外展開等のニーズに対応するために、海外現地法人を
はじめ、駐在行員や業務提携先等、豊富なネットワークを有しています。

◆ エクイティ投資による伴走支援
　エクイティ投資を通じて、事業承継や新規事業、地域活性化等に取り組む事業
者を強力に支援し、取引先や地域が抱える課題解決に伴走しています。

◆ 船舶ファイナンスへの取組み
　地元瀬戸内地域は世界有数の海事産業の集積地であり、「海事クラスター」の一角として、古くから船舶ファイナンスに注力
し、船主・造船業をはじめ海事産業のお客さまと深い関係を築いています。

海事産業関連貸出残⾼推移  （億円）

2025/3末2023/3末 2024/3末

3,841 
4,349 

4,640 

・・・ 

引続き
注力

日々進歩する金融技術を捉え、多様化するお客さまや地域のニーズに多様かつ高度なファイナンスを駆使し
て課題解決に取り組む「ソリューションファイナンス部」を新設しました。

                    ソリューション系ファイナンスの⾼度化！PICK�UP�!!

金融機関

商社

保険会社造船会社

海運会社

船主

サステナブルファイナンス(除、市場運用) 
実行額累計 (2021年度～）

2024/3末 2025/3末2022/3末 2023/3末

308

920
1,376 

1,816 

注力するソリューションファイナンス領域

環境系
ファイナンス

不動産
アセット
ファンド

再エネ系PF PPP/PFI

企業価値
担保権

専門部署の設置

人事関連ソリューション  (◯●​提供件数​​■■​収益／百万円）
（億円）

　事業者のサステナビリティ経営を支援するため、様々なファイナンス商品を取り揃えています。

地域経済活性化への取組み

あらゆる経営課題を
ワンストップで解決する

総合コンサルティング・グループ

事業承継
承継スキーム

(株式移転･組織再編実行)

Ｍ＆Ａ
エクイティ支援

海外支援

海外進出支援

生産委託先開拓支援

海外販路開拓支援

人　事

人事制度構築支援

人材紹介

人事労務

Ｉ�Ｃ�Ｔ

会計

人事労務

業務効率化

経　営
経営診断 組織風土改善
計画策定 営業販売支援
原価管理 ものづくり

SDGs/ESG 補助金

エリアデザイン会社投資専門会社
KPI設定

融資実行・
モニタリング

第
三
者
評
価

取引先

外部格付機関

私募債発行

Jクレジット・
非化石証書導入

補助金交付

発行企業
紹介
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百十四グループマテリアリティ

人生100年時代への対応

価値創造の実践に向けた戦略

超高齢化社会の到来により人生100年時代が現実になりつつある中、個人のお客さまの一生涯にわたるライフデザインに
伴走してまいります。また、将来に不安なく生活ができる着実な資産形成を促すため、地域の将来世代の金融教育にも取
り組んでまいります。

コンサルティング機能強化による一生涯のライフデザインへの伴走
人生100年時代におけるお客さまの一生涯における様々なニーズに対応するためのコンサルティング機能を強化し、個人

のお客さまが将来に不安なく生活できる着実な資産形成をサポートするとともに、生涯価値（ライフタイムバリュー）の向上
につなげてまいります。

個人戦略

クレジットカード
介護対策 相続対策

各種ローン
資産形成 資産運用

金融ジェロントロジー関連サービス

ラ
イ
フ
イ
ベ
ン
ト

金融
資産

車購入

要介護

住宅購入

レジャー

病気・事故

贈与・相続結婚
進学 退職

就職

出産

生涯に発生する
さまざまなニーズを長くサポート

◆ ライフステージに応じた資金需要への対応
多様な資金ニーズに対応し、個人のお客さま一人ひ

とりの人生100年時代を豊かなものとするため、ローン
商品は、住宅ローンをはじめ幅広いラインナップを取
り揃えています。必要に応じて商品性の改善に取り組ん
できたことで、個人のお客さまに対するローン残高は
堅調に推移しています。

資産形成に向けたサポート 

個人のお客さま向けローン残⾼  （億円）

2025/3末2023/3末 2024/3末

6,486 6,580 6,600

897

5,622

864 888

5,691 5,703

住宅
ローン
以外

住宅
ローン

◆ 計画的な資産形成の支援
ライフプランに合わせた資産形成支援を行い、お客さまの一生涯に寄り添うパートナーとして、人生100年時代の暮らしの

サポートに取り組んでいます。

預り資産残⾼  （億円）

2025/3末2023/3末 2024/3末

32,549 
35,344 

38,759 

NISA口座数  （口座）

2025/3末

7
122 97

9
8 3

7
10

2023/3末 2024/3末

3,315 3,461
3,781

897

1,738

557
2,137 2,296

1,005 1,184 1,376

■■​一時払保険　■■​金融商品仲介　■■​投資信託　
■■​ファンドラップ　■■​為替特約付外貨定期預金

◆ 金融に関するお客さま向けセミナーの開催
金融・経済情勢に合わせたテーマをその都度設定し、

オンラインも活用することで、お客さまに対する情報提
供機会の充実につとめています。

マーケット
情報関連

2024年度
参加者
999名資産形成

関連

相続・贈与
　退職関連

その他
（健康とお金等）

◆ 財産承継コンサルティングサービスへの取組み
富裕層のお客さまや企業オーナーさまの金融資産運用、個人財産承継等のニーズに高度なソリューションを提供し、ワンス

トップで対応する専門部隊「PB・事業承継チーム」による財産承継コンサルティングサービスに取り組んでいます。

2025/3末2023/3末 2024/3末

39
48

105

16
29

48

財産承継コンサルティングサービス実績

2024年度のセミナー開催実績：12回

  ◯●​申込件数​​■■​収益（百万円)
財産承継コンサルティングサービス

◆ 金融リテラシー向上に向けた金融教育活動への取組み 
⃝金融教育・出前授業の実施
地域の金融リテラシー向上に向けて、県内の高校に出向いて出前授業を行うなど、学生・

社会人を対象とした金融教育活動に注力しています。

将来世代のサポート 

                    野村證券株式会社と包括的業務提携に向けた基本合意書を締結！ PICK�UP�!!

財産承継
プランニング

サービス

実行支援
サービス

民事信託
コーディネート

サービス

人生100年時代に地域のお客さまのファイナンシャル・ウェルネスの実現に向け
て、証券業界のリーディングカンパニーである野村證券株式会社と「金融商品仲介業
務における包括的業務提携に関する基本合意書」を締結しました。今後、提携後の両
者の役割等について協議を深め、2025年度中に最終合意、2026年度中に新体制で
のスタートが切れるように準備を進めてまいります。

⃝エコノミクス甲子園
社会に羽ばたく高校生が楽しみながら学び、金融経

済に興味を持ってもらうことを目的に、全国高校生金
融経済クイズ選手権「エコノミクス甲子園」香川大会
を開催しました。

お客さま向けセミナー参加状況

資産承継層のお客さまのサポート

野村證券株式会社との
基本合意書締結

金融教育の様子

エコノミクス甲子園の様子
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◆ 専門人材の確保 
⃝キャリア採用の強化
高度な専門スキルを持つ「専門人材」や、本部業務や営業業務

の「経験者人材」など、即戦力となる人材の中途採用活動に注力
しています。

⃝採用手法の多様化
当行でのご活躍が期待できる友人や知人に対して当行の魅力や企業風土を行

員自ら伝えることで、ミスマッチの少ない採用につなげる「リファラル採用制
度」を導入しています。2024年4月の制度導入以降、すでに高度なスキルや経
験を持つ2名の人材の採用に至っています。

百十四グループのＨＲＸ

百十四グループマテリアリティ

多様な人材が活躍・成長できる環境の整備

価値創造の実践に向けた戦略

働きがいと働きやすさを両立させ、多様な人材が活躍・成長できる環境の整備を行ってまいります。職員の熱意と能力を高め
ることで、一人ひとりが持つポテンシャルを最大限に引き出し、経営戦略と連動した人材配置でお客さま・地域の課題解決に
向けた原動力としてまいります。

■　挑戦を後押しする企業風土の改革

■　誰もが安心して活躍できる場の創出

更なる活躍に向けた挑戦を後押しし、それを評価する
風土の醸成を通じ、職員のエンゲージメント醸成を図る。

⃝職場・組織へのエンゲージメント醸成
⃝自己啓発制度の拡充
⃝挑戦する姿勢を評価する風土の醸成

働きやすい環境整備のほか、活躍の場の創
出やリスキリングを通じ、働きがいのある、
活力に満ちた職場を実現する。

⃝女性活躍推進・シニアの職能拡充
⃝健康経営の強化
⃝福利厚生の充実

■　戦略遂行に向けた人材力の強化
採用多様化や育成強化、戦略的配置を通じ、中期経営計
画実現に必要な人材ポートフォリオを実現する。

■　自律的なキャリア形成支援

自律的なキャリア形成のサポートを通じ、モチ
ベーションアップや多様な能力開発、中核人材の
育成を行う。

⃝自律的なキャリア形成を支援する制度導入
⃝職員の多様な働き方の実現
⃝多様な能力開発の促進

⃝経営戦略に連動した人材ポートフォリオの実現
⃝採用手法の多様化
⃝人材ポートフォリオ実現に向けた育成・配置等

◆ 人事制度の改定 
　若手からシニアまで、あらゆる年代の職員の挑戦を後押しする人事制度へと改定を行い、職員のエンゲージメント向上や
人材力の強化を図っています。

⃝ポストチャレンジ制度（改定）
銀行が募集する役職に対し、年齢に関わらず

意欲・能力を有する職員が自らの意思で応募！
・対象役職：支店長ほか支店管理職員及び本部
経営職層
・チャレンジ対象者：対象役職の一つ下位の役職
者及び対象役職の経験がある役職離脱定年者

◆ 行内留学制度 
　短期間の本部業務経験を通じて、専門人材の発掘及び育成をめざす「行
内留学制度」を2022年5月より開始し、職員一人ひとりが業務面の幅及び
視野を広げ、自身の外的キャリアを積極的に形成していけるよう支援して
います。
　2024年度は91名（前年比32名増）が参加しました。

⃝シニアチャレンジ制度（新設）
役割や責任が限定されたシニアエキスパート職員とし

て勤務する職員が、銀行が募集する
役職に対し自らの意思で応募！
・対象役職：経営職から初級管理職​​
までの合計6つの役職
・チャレンジ対象者：シニア職員

リテール部門

2024年度

参加総数
91名国際業務

その他
法人コンサルティング

デジタル部門

地方創生

シップファイナンス

主な参加分野

49.1

73

2022年度 2023年度 2024年度

62.962.8

人間ドック2次検査受診率                 （%）

73

2022年度 2023年度 2024年度

11.8
13.012.7

年次有給休暇取得日数                     （日） 近年創設した休暇制度                    

＜エンゲージメント醸成＞

   C
are

er

 人材 portfolioC
ha

lle

nge 

Well-being
推進チーム

     D

E&I

＜人材力強化＞

挑戦を後押しする企業風土の改革 

◆ 114マイスター制度 
数多くの実践的な研修のほか、FP１級や中小企業診断士、経営コンサルタントなどの有資格者輩出にも注力しています。また、

各分野における職員の知識量・業務の習得度を認定する「114マイスター制度」を通じて、職員の自律的なキャリア形成及び自
己啓発を促しています。最上位の「マイスター」保有者増加によりプロフェッショナル人材の強化を図ってまいります。

近年採用した
主な業務分野

・ALM　　　　   ・地方創生
・医療・介護　　・人材紹介
・経営コンサル　・データ分析

95名 

659名 

1,879名 

認定レベル 必要な公的資格

マイスター
高度な専門知識と業務知識を有し、行内の中で高レベル
なソリューションの提供や実績をあげられる人財

・FP1級
・中小企業診断士
・経営コンサルタント　等

リーダー 十分な業務知識と業務遂行能力を有し、職場のリーダー
的な存在として業務を牽引できる人財

・FP2級
・財務2級
・税務2級　等

オフィサー 各分野における基礎知識を幅広く有し、独力で業務を遂
行できる人財

・FP3級
・財務3級
・ITパスポート　等

95名 

659名 

1,879名 

認定レベル 必要な公的資格

マイスター
高度な専門知識と業務知識を有し、行内の中で高レベル
なソリューションの提供や実績をあげられる人財

・FP1級
・中小企業診断士
・経営コンサルタント　等

リーダー 十分な業務知識と業務遂行能力を有し、職場のリーダー
的な存在として業務を牽引できる人財

・FP2級
・財務2級
・税務2級　等

オフィサー 各分野における基礎知識を幅広く有し、独力で業務を
遂行できる人財

・FP3級
・財務3級
・ITパスポート　等

95名 

659名 

1,879名 

認定レベル 必要な公的資格

マイスター
高度な専門知識と業務知識を有し、行内の中で高レベル
なソリューションの提供や実績をあげられる人財

・FP1級
・中小企業診断士
・経営コンサルタント　等

リーダー 十分な業務知識と業務遂行能力を有し、職場のリーダー
的な存在として業務を牽引できる人財

・FP2級
・財務2級
・税務2級　等

オフィサー 各分野における基礎知識を幅広く有し、独力で業務を遂
行できる人財

・FP3級
・財務3級
・ITパスポート　等

（認定分野）コンサル、融資管理、外為、ライフプラン、ローン、預為事務、DX業務、本部業務

◆ 健康経営の実践 
当行は、2018年8月に「健康経営宣言」を行っています。職員とその家族が心身ともに健康であるこ

とが重要であると考え、組織全体で職員・家族の健康増進や働きやすい職場環境づくり※に取り組んでき
た結果、7年連続で「健康経営優良法人」に認定されています。また、2025年度は大規模法人部門におい
て上位500社である「ホワイト500」に香川県下の企業で唯一認定されました（2年連続）。

休暇制度 取得目的

出生サポート休暇 不妊治療に係る通院等
ファミリー
サポート休暇

配偶者・子または子の
配偶者の出産

健診休暇 健康診断、2次検査受診

誰もが安心して活躍できる場の創出

戦略遂行に向けた人材力の強化 

※定期健康診断／人間ドックの受診推奨、介護相談窓口の設置、禁煙デーの導入、休暇制度の充実等
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価値創造の実践に向けた戦略

◆ DE&I(ダイバーシティ・エクイティ＆インクルージョン)への取組み

◆ 職員が成長・自己実現できる環境の整備
⃝人的資本投資

当行グループの企業価値向上の源泉である職員の自律的な成長を支援し、個々の能力やスキル向上を支援するため、研修の
充実をはじめ様々な人的資本関連の投資を強化しています。

⃝副業制度

職員の多様な働き方を支援するとともに、当行の業績や地域の発展に寄与することを目的に、2023年4月より「副業制度」
を設けています。2025年3月時点で24名の行員が同制度を利用しており、神主や映画監督等、特色ある副業を行う職員が増加
しています。

多様な人材が活躍・成長できる環境の整備

⃝「人権方針」の制定

人権の尊重は、安心安全で豊かな社会を実現するために必要不可欠であり、その社会的責務を果たすことは、地域社会の一
員である当行の重要な経営課題であるとの認識のもと、2020年4月に「人権方針」を制定しています。

エンゲージメントスコア
当行では、株式会社アトラエが提供するエンゲージメントサーベ

イを通じて、職員の組織への自発的な貢献意欲の状況をスコア化
し、定期的に確認しています。計測されたスコアについては、課題
等を分析のうえ、職員のウェルビーイングの更なる向上につながる
施策の検討に活用しています。

2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

10.8 73

31.3

10.8
14.0

16.6

25.1 26.6 29.0

女性管理職・役席者比率  （%） 男女の賃金差異 

WEB 「百十四グループ 人権方針」はコチラ

⃝女性活躍の推進

「女性管理職比率」及びその候補者となる「女性役席者比率」向上に向けて、計画的な育成・登用に取り組むことで、多様な
属性や価値観を持つ職員の活躍促進を図っています。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

○●女性役席者比率 (支店長代理・調査役以上)
○●女性管理職比率 (次長・グループ長以上)

48.7% 50.9%

2023年度 202４年度

(+2.2%)

DE&I推進に向けた様々な取組みが評価され、厚生労働大臣より右記の通り
認定を取得しています。

⃝パートナーシップ制度の導入

職員の同性パートナーに戸籍上の配偶者と同等の福利厚生や規定を適用する
ことが可能な「パートナーシップ制度」を導入しています。変化が激しい企業
経営の時代において、イノベーションや新たな価値創造の源泉となり得る様々
な人材や考え方を活かすための取組みを進めてまいります。

48.7%

2023年度

自律的なキャリア形成支援

2025年度
（目標）

2023年度 2024年度

213

366
400

108
173

人的資本投資額※・1人当たり人的資本投資額 階層別業務別研修の実施状況 

2025年度
（目標）

2023年度 2024年度

31,860 34,428
40,000

5,692
6,974

8,000

                    当行初の女性執行役員が2名誕生！ PICK�UP�!!

（執行役員 コンプライアンス統括部長  眞鍋 茂里）
女性がキャリアを積もうとしたとき、何かを諦めたり犠牲にすることなく、自分の夢ややりたいこと
が叶う職場環境づくりの実現が私の永遠のテーマです。そのためにも“柔軟な働き方”がさらに浸透し、
自分の成長を感じ、楽しみながら挑戦していくことで、さまざまな分野で重要な仕事を担う女性が増
えていくことを期待します。

■■■ 人的資本投資額（百万円）　○● 1人当たり人的資本投資額（千円） ■■■ のべ開催時間（時間） ○●● のべ開催人数（人）

（執行役員 監査部長　喜田 早苗）
自分の持ち場でまずは120％奮闘していれば、結果は自ずとついてきます。少し先のキャリアを想像
しながらキャリアを形成していくことで、新しいキャリアが開けていくのではないでしょうか。どう
ぞ尻込みせずにチャレンジしてみてください。

Ｑ１.�当行の女性行員がもっと活躍するためにどのような職場環境にしていきたいですか?

Ｑ２.�当行で活躍中の若手の女性行員の皆さんに一言お願いします。

※​男性職員の賃金を100とした場合の女性職員の賃金の割合

2022年度 2023年度 2024年度

5,240

5,3805,380

平均掛け金　　　　　                     （円）

◆ 職員のファイナンシャル・ウェルネス実現に向けた取組み 
近時の物価高への対応と、優秀な人材の確保・定着を目的に、2025年度は3年連続となるベースアップ（非正規職員を含め

たベア率+3.2％程度）を実施しました。また、職員の資産形成の支援と経営参画意識醸成を目的に従業員持株会の制度拡充を
図るなど、職員のファイナンシャル・ウェルネスに向けて取り組んでいます。

えるぼし
（最上位）

プラチナくるみん
プラス

給与 家族手当、赴任手当等

休暇 結婚休暇、忌引休暇等

育児 育児休業等

住居 社宅等

⃝従業員持株会

奨励金率引上げ 5％→10％

特別奨励金付与 入会/増口の会員を対象
に1万円相当の株式

スマホによる管理 証券会社アプリとの連携

主な実施施策 加入状況

約７割が
加入

加入

未加入

※外部講師費用、行外研修派遣費用、試験及び通信講座補助、長期トレーニー派遣者人件費、研修会館管理費用等

2025年度
（目標）

2023年度 2024年度

65 67 69

エンゲージメントスコアの状況  （ポイント）

※​各年度の実績値は翌年度の4月1日現在

適用される福利厚生（一例）
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百十四グループマテリアリティ

DXの実現と地域社会のデジタル化

価値創造の実践に向けた戦略

デジタルトランスフォーメーション（DX）を中期経営計画における3つの成長エンジンの一つに位置付け、データやデジタル
技術を活用したお客さま向けサービスの向上や、行内業務の効率化に取り組んでいます。職員一人ひとり、そして組織の変革
を促進することで、地域のお客さまに選ばれる銀行をめざすと共に、地域社会のデジタルシフトに貢献してまいります。

中期経営計画の各戦略を効果的に推進するため、データとデジタル技術を活用したDX施策を遂行し、ビジネスの変革を
図っています。

「データ及びデジタル技術を基点としたビジネスを変革する成長エンジン」と定義し、お客さま・地域へ
の新たな価値・体験の提供及び生産性の飛躍的向上を実現する。

​​​

DX戦略の推進状況
指標 KPI 2024年度実績

サステナビリティ
KPI（2030年度）

デジタルでつながる顧客数 40万人 10.5万人
ICTコンサルティング取組み先 100先 108先

DX戦略
KPI

（2025年度）

114バンキングアプリ
ユーザー数 20万人 10.4万人
アクティブユーザー率 70％ 76.9％
バンキングアプリ取引割合 30％ 11.1％

営業店預為事務量の削減 ▲20％ ▲18％
DX人材の創出（2022年度対比） ＋10名 ＋5名
「DX推進指標」による自己診断結果の平均値 3.0 2.1

DX戦略の全体像

百十四グループ
のDX

SＸ推進
株主価値の向上

​​​エンゲージメ
ント醸成 人材力強化 ​​​ 業務改善 チャネル改革

総合コンサルティング・グループの進化

​​​有価証券運用の
安定化

システム・デジタル
基盤整備

コスト・リターン
管理の徹底

ガバナンスの
進化

持続可能な経営基盤の構築

百十四グループの経営のサステナビリティ向上

ウエルビーイングな地域社会の創造

職員のウェルビーイング向上 生産性の飛躍的向上

重点戦略 ①

重点戦略 ③重点戦略 ②

中計の戦略体系図と主要なDXの施策

重点戦略 ④

③お客さま・地域のDX支援

・ICTコンサルティングサー
ビスの高度化と伴走支援

⑥新規ビジネスの創出

・DSPの活用や外部連携に
よる新サービス・非金融
サービスの創出

・地公体との連携による社
会のデジタル化推進

⑤DX人材の育成・採用

・専門人材、本部企画人材
の育成・採用

・職員全体のITリテラシー
の底上げ

①非対面チャネルの充実
・バンキングアプリの機能

拡充
・法人ポータルの導入

②データの利活用等

・データベースマーケティング
・データドリブン経営の実現
・データ利活用基盤の整備

④店舗・業務のデジタル化

・店頭タブレットの導入及び
機能拡充

・事業性融資契約の電子化
・業務用スマートフォンの有

効活用
・外部クラウド・SaaSの活用
・ローコード開発基盤の整備

Ｈ
Ｒ
Ｘ
推
進

Ｄ
Ｘ
推
進

重点分野 提供価値
①非対面チャネルの充実 お客さまが時間と場所を選ばずにサービスを受けられる環境の実現

②データの利活用等 データに基づき、パーソナライズされた提案やサービスの提供
③お客さま・地域のDX化支援 DXを活用したお客さまの経営課題や地域の社会課題の解決

④店舗・業務のデジタル化 お客さまの事務負担軽減・待ち時間短縮と営業店・本部業務の合理化
⑤DX人材の育成・採用 全職員がDXを活用して主体的に変革に取り組む組織
⑥新規ビジネスの創出 新規ビジネスの創出による地域社会のデジタル化と経済活性化の促進

114バンキングアプリ契約者数  （万人）

2023/3末
実績

2024/3末
実績

2025/3末
実績

2026/3末
目標

1.5

10.4

20

5.9

2024年3月 カードローンの借入・返済・照会機能

2024年11月
投資信託の運用状況確認、投資信託
の購入・売却、積立投信の新規・変
更・廃止

2025年3月
複数口座照会、普通預金入出金明細
の検索・ダウンロード、無通帳口座
切替、114ダイレクト簡単ログイン

2025年度
(予定)

振込予約照会・取消、家族口座照会、
定期預金金利優遇

114バンキングアプリの機能拡充

地域共創 法人戦略 個人戦略 グループ戦略

◆ 重点分野① 非対面チャネルの充実 
⃝個人のお客さまとの多様な接点の確保
2023年2月にリリースした「114バンキングアプリ」は、

個人のお客さまの非対面領域の中核チャネルとすべく機能拡
充を進めており、現在までに10万人を超えるお客さまにダウ
ンロードいただいています。
今後もより多くのお客さまにご利用いただけるよう、更な

る利便性向上を図り、対面チャネルとの有機的な連携による
リアルとデジタルの垣根のない顧客体験の実現に取り組んで
まいります。

⃝法人・個人事業主のお客さまとの接点強化
取引のデジタル化を支援するための機能を備える事業者向

け会員用ウェブサイト「法人ポータル」の開発に着手してい
ます。　
口座残高・異動明細の照会やインターネットバンキング、

事業性融資の電子契約、帳票等の電子交付に加え、お客さま
ごとにパーソナライズされた情報発信機能も実装予定です。
ご来店することなくお取引の範囲が拡大し、お客さまの大幅
な業務効率化を実現します。
当行は法人ポータルを「全てのデジタルサービスの玄関口

となる法人取引の中核チャネル」と位置付け、お客さまの役
に立つ機能を段階的に追加していくことにより、お客さまの
体験価値と生産性の向上に取り組んでまいります。

◆ 重点分野② データの利活用等
⃝データ利活用の⾼度化に向けて
データの利活用は、マーケティングに留まらず、戦略立案や意思決定、業務効率化、営業力強化、人材育成等、幅広い領

域に及んでおり、データの一元化とAI等の最新デジタル技術の活用が不可欠です。
現在、当行グループにおいて営業スタイルの変革を目的に導入の検討を進めている次期CRM※を有効に機能させるため、

新たな統合情報基盤の構築について、検討を進めています。

データソース データ管理・分析基盤

統合情報基盤

データウェアハウス(DWH)
多様なデータを収集・蓄積

顧客情報管理基盤
顧客情報を一元管理

分析基盤・AI活用
 AIを活用した高度なデータ分析

データ利活用

行
内
情
報

外
部
情
報 データ連携・ハブ機能

サブシステム間のデータ連携

CRM・SFAシステム
　    ・一元化した顧客情報を連携
　    ・データ分析に基づく示唆を表示
　    ・情報をリアルタイムで可視化

デジタルマーケティング
　    ・AIを活用したニーズ分析
　    ・顧客志向マーケティング

新規ビジネス創出
　    ・データを活用した新規サービス
　    ・地域社会への還元

法人ポータル 口座情報
照会

ファイル
連携

Web
申込・諸手続

電子交付
など

※CRM（Customer​Relationship​Management）：主にお客さまとの関係強化を目的とする顧客関係管理システム
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価値創造の実践に向けた戦略

①コンサルティングに基づく
課題の共有

②課題に応じたツール・
コンサルティング提供導入
支援・アフターフォロー

DXの実現と地域社会のデジタル化

⃝MA（マーケティングオートメーション）ツールの導入

当行は、従来より取り組んできたデジタルマーケティングの高度化を図るため、2024年4月にMAツールの運用を開始しまし
た。これにより、データ取得からEメールやSMSによるパーソナライズされたプロモーション配信の自動化が可能となりました。
今後は対面も含めた各種チャネルとの連携を進めることで、最適なチャネル・最適なタイミングで、お客さま一人ひとりのニー
ズに沿った提案やサービスを提供してまいります。

⃝デジタル技術を活用した生産性の向上に向けて

2024年3月、店頭でのお客さまの記入負担軽減・待ち時間短
縮を目的に店頭タブレットを導入し、段階的にサービス拡充を
進めてまいりました。
後方での入力作業が自動化されることで、営業店の業務効率

化とペーパーレス化が進展し、生産性の向上に大きく寄与して
います。

⃝デジタル技術活用・開発への取組み

急速に進歩している生成AIやスマートフォンアプリの技術
を積極的に取り入れるべく、組織横断的にデジタル技術の活
用・開発を進めています。パブリッククラウドに当行アカウ
ントを設定し、既存の生成AIモデルと接続して対話しながら
情報整理・生成を行うチャットツールを開発中であり、将来
的には行内情報検索等への利用をめざしています。
また、行内向けスマートフォンアプリの開発の内製化にも

取り組んでおり、「アイデアソン」※の開催等により職員の声を集めることで、更なる業務効率化につながるアプリの開発に取
り組んでまいります。

事務量削減状況（月間）  （千時間）

2023年12月2022年12月 2024年12月 2025年12月
目標

69

▲20％

73 67
84

▲18％

データ取得 データ加工 対象者抽出登録 配信 結果分析

データソースからの取得・加工、MAツールへの登録を自動化

SNS

MAツール
自動化による運用負荷が軽減され、
分析や企画の時間が増加

シナリオや配信数設定の自由度が高く、
最適なプロモーションが可能

店頭タブレットによる事務効率化のイメージ店頭タブレットによる事務効率化のイメージ

書類記入 端末照会 入力・更新 検閲 送付・保管

タブレット
入力

ホスト
処理

確認・更新

事務効率化による
時間の創出

▶導入前

▶導入後 

 レ

ユースケース 易　　←　　難易度　　→　　難
壁打ち・
下書き

企画書、提案資料、
会議資料

融資稟議書・
付属資料作成

翻訳・要約 議事録、外国語翻
訳、文章添削

調査・研究
業界調査、法令・
規制調査、企画案、
その他各種情報

行内情報検索（社
内規定、顧客情
報、経営情報等）

◆ 重点分野⑤ DX人材の育成・採用
DX戦略を推進するための人材育成を体系的に行うため「DX

専門人材」「DX推進人材」の類型を設けており、KPIである「DX
人材の創出＋10名（2022年度末比）」に対して＋5名(2024年
度末)となっています。
日進月歩のデジタル技術の進化に対応すべく、現在定めてい

る期待役割や育成体系のほか、人事制度も含めたDX人材育成体
系全体の見直しを進めています。

◆ 重点分野⑥ 新規ビジネスの創出
2024年8月より「114デジタルサイネージ広告サービス」の取扱いを開始しました。銀行窓口を利用されるお客さまに向けて、

香川県内の営業店に設置したデジタサイネージにより、当行のお客さまや自治体のみなさまの商品やイベントのPR、地域情報
の発信にご活用いただくことができます。
今後は、当行とグループ会社が保有するデータ及びシステムを活用した新規ビジネスの創出に努めてまいります。

2024年11月、事業性融資を対象とした電子契約サービス「百十
四銀行MyPageサービス（事業性融資）」を導入しました。お客さま
は時間と場所を選ぶことなく契約が可能となるほか、印紙代や署
名・捺印や印鑑証明書等の必要書類も不要となる等、大幅な業務効
率化につながります。

PICK�UP�!!                    事業性融資の電子契約サービスを導入！ 

生成AIチャットツールの具体例

 DX人材 IT・デジタル関連の各分野の高度
 な専門性を有する人材

本部企画人材（DXビジネスの企画立案
 とプロジェクト推進ができる人材）
　ICTコンサルティングチーム（伴走型
　  のICTツール導入支援等）

ITツールを使いこなし、分析データ
を営業に活かせる人材

育成方法

DX
専門人材

DX推進人材
（本部）

営業店・本部・
グループ会社

当行のDX人材体系

署名・捺印
不要

印紙
不要

◆ 重点分野③ お客さま・地域のDX支援
⃝ICTコンサルティングサービスの⾼度化と伴走支援
社会のデジタル化や人手不足等、お客さまが直面する経営課

題は年々深刻になっており、課題解決に向けたICT活用の重要

百十四グループ

※エンジニアによるシステム開発とお客さまへのコン
サルティングを一気通貫で対応

◆ 重点分野④ 店舗・業務のデジタル化
⃝事務量削減状況について
中期経営計画の重点戦略「生産性の飛躍的向上」の実現に向

けて、非対面チャネルの充実化や業務のデジタル化の継続的な
推進により、営業店の事務量の削減を進めています。
KPIとしている「営業店預為事務量削減率」（2025年12月時点）

は、2022年12月比▲20％に対し、2024年12月は▲18％とな
っています。

営業店

ICT
コンサル
ティング
チーム

百十四
システム
サービス

連携によるワンストップ対応※

性は高まっています。
当行は、営業店と本部のICTコンサ

ルティングチーム、グループ会社とも
連携し、お客さまのデジタル化ニーズ
に積極的に対応しています。

お客さま

見直しの
方向性

マインドセットの変革に向けた全職員向け研修の充実化

管理職の積極的な関与を促進するための管理職向け研修
の新設

個々の業務に則した期待役割・スキルの設定

※新しい発想や解決策を生み出すことを目的に多様な参加者を集め、短期間で集中的にアイデアを募集するためのイベント
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百十四グループマテリアリティ

気候変動等、環境課題への取組み

価値創造の実践に向けた戦略

種類 想定される事象と影響 時間軸※

機会
⃝​再生可能エネルギー事業へのファイナンス
⃝​お客さまの温室効果ガス排出削減支援
⃝​環境負荷軽減を目的としたサービスの提供等

短期～中期
短期～長期
短期～中期

リ
ス
ク

移行リスク
⃝​気候関連の政策・規制強化
⃝​​脱炭素に向けた技術革新の進展等の影響を受けるお客さまに対する信用
リスクの増加等

中期～長期
中期～長期

物理的リスク
⃝​異常気象に伴うお客さまの資産の毀損
⃝​​事業活動の停滞による信用リスク及び当行の営業店舗等の損壊等による
オペレーショナルリスクの増加

中期～長期
中期～長期

種類 移行リスク 物理的リスク

シナリオ IEA（国際エネルギー機関）の2℃シナリオ及び
1.5℃シナリオ

IPCC（気候変動に関する政府間パネル）の2℃
シナリオ及び4℃シナリオ

分析手法
炭素税が導入された場合の与信先（ポートフォ
リオ）の状況等を分析し、当行財務への影響度
を試算

当行営業地域全域で2050年までに想定される
大規模水害による与信先（ポートフォリオ）へ
の影響を分析し、当行財務への影響度を試算

分析対象 電力・ガス・海運 当行全与信先

対象期間 2050年まで 2050年まで

分析結果 与信費用増加額：最大約32億円（累計） 与信費用増加額：最大約23億円（累計）
営業店舗等の損失影響額：最大5億円（累計）

⃝気候変動に伴う「リスク」への対応
当行では気候変動による財務影響について、定量的なシナリオ分析を実施しています。2024年度に実施した以下の分析

の結果、物理的リスク・移行リスクによる財務影響は限定的であると評価しています。ただし一定の前提条件を仮定した分
析であることから、引き続き分析手法の高度化や対象範囲の拡大に取り組んでまいります。

⃝気候変動に伴う「機会」への対応
お客さまの脱炭素経営や環境配慮に向けた取組みへの対応として、ファイナンス商品のラインナップ充実及び、地域の脱

炭素化支援サービスの提供に取り組んでいます。

⃝炭素関連資産
　TCFDが開示を推奨する炭素関連資産※の当行貸出残高に占める割合は42.0％（2025年3月末）です。
　今後も当該セクターとのエンゲージメントを通じて、サステナブルファイナンスの他、脱炭素に向けた様々なソリューシ
ョンの提供等に取り組んでまいります。

※環境省の業種対応表に基づく、エネルギー、運輸、素材・建築物、農業・食料・林産物セクター(再生可能エネルギー事業を除く)向け貸出

※短期：3年、中期：10年、長期：30年

環境課題解決に向けた
ファイナンス

114グリーンローン、114ソーシャルローン、114サステナビリティ・リンク・ローン
114ポジティブインパクトファイナンス

地域の脱炭素化支援 114脱炭素コンサルティングサービス
百十四カーボンニュートラル取組支援パッケージ

当行グループは、気候変動及び環境課題への取組みを重要な経営課題の一つとして捉え、TCFD提言（気候関連財務情報開示
タスクフォース）※に賛同のうえ、脱炭素社会の実現に向けた取組みを進めています。

※気候変動を世界的課題と位置付け、金融安定理事会（FSB）によって2015年に設立され
た国際的な支援組織。金融市場安定化の観点から、気候変動のリスクと機会に基づく財務
面への開示を提言している。

◆ ガバナンス 
　当行グループは、​「百十四銀行　環境方針」にて環境負荷の軽減と環境保全に取り組むお客さまを支援するとともに、持続
可能な社会の実現に貢献することを明文化しています。気候関連リスク・機会についてのガバナンスは、P25「百十四グルー
プマテリアリティ」をご参照ください。

TCFD提言への取組み

WEB 「百十四銀行 環境方針」はコチラ　 
　　　　　　　　　◆ 戦略 

　当行グループは、マテリアリティの一つとして「気候変動等、環境課題への取組み」を掲げており、中長期的な目線でお
客さま・地域の気候変動対策や脱炭素社会への移行を支援することが、金融機関にとってビジネス機会の創出・拡大につな
がると認識しています。当行は、気候変動に伴うリスクと機会が事業活動に与える影響を認識し、適切なリスク管理を行う
とともに、お客さま・地域の低炭素社会への移行を支援するために、金融・非金融の両面から様々なソリューションを提供
しています。

◆ リスク管理 
　気候変動に起因する移行リスクが、当行の事業運営、戦略、財務計画に大きな影響を与えることを認識し、これらのリス
クを管理する体制の整備を進めています。なお、当行グループは環境及び社会の課題解決に向けた責任ある投融資先の方針
を明文化することを目的に、以下の通り「環境及び社会に配慮した投融資方針」を制定しています。

　「環境及び社会に配慮した投融資方針」

株式会社百十四銀行は、環境及び社会の課題解決に向けた事業を支援するとともに、負の影響が大きい事業や事業者との取引
については、その影響の軽減・回避につとめます。
1.気候変動リスクを低減する又は社会課題の解決につながる次の事業等を積極的に支援します。
​​​・再生可能エネルギー事業など脱炭素社会の実現に向けた事業
　・水資源や森林資源の保護など生物多様性保全に向けた事業
　・防災・減災、及び感染症予防・拡大防止に向けた事業

2.環境及び社会に対する負の影響が大きい次の事業者に対する投融資には取り組みません。
　・石炭火力発電所の新規建設事業

ただし、国のエネルギー政策に沿っており、環境負荷を考慮した厳格な基準を満たす事業については、個別の案件毎の特性等を勘案
のうえ慎重に対応します。

　・違法な伐採を行っている森林伐採事業者、及び人身売買・強制労働・児童労働等の人権侵害に関与している事業者
なお、パーム油農園開発事業者については、国際認証等の取得状況や先住民・現地社会とのトラブル等を十分に考慮するなど、慎重
に対応します。

　・核兵器、クラスター弾、生物化学兵器など非人道的兵器の開発・製造を行う事業者

⃝当行グループが認識する機会及びリスク
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価値創造の実践に向けた戦略

気候変動等、環境課題への取組み

百十四
グループ
目標

定義 Scope1及びScope2※に該当するCO2排出量

目標 【中間目標】2030年度までに2013年度比75%削減
【最終目標】2050年までにカーボンニュートラル実現

※​Scope1：当行自身が燃料（ガソリン等）を燃焼等することにより直接的に発生するCO2排出量
　​Scope2：他社から供給された電気等を使用することにより間接的に発生するCO2排出量

実績

Scope1
（直接的排出）

Scope2
（間接的排出） 合計 削減率

（2013年度比）
2024年度 889t-CO2 4,247t-CO2 5,136t-CO2 ▲55.1％

（うち単体） 548t-CO2 3,442t-CO2 3,990t-CO2 ▲59.3％

⃝サステナブルファイナンスの長期目標
投融資を通じて地域やお客さまのサステナビリティ向上に向けた取組みをサポートするため、当行が実施するサステナブ

ルファイナンスを以下の通り定義し、設定している長期目標の達成に向けて取組みを進めています。

定義
地域やお客さまの環境課題や社会課題
の解決に向けた取組みを支援・促進す
る投融資

目標

【目標期間】2021年度～2030年度の
10年間

【目標金額】投融資累計額​5,000億円
（うち環境系​2,000億円）

実績 2021年4月～2025年3月末（累計）
2,438億円（うち環境系1,020億円）

⃝Scope3排出量把握への取組み
Scope1及び2に加え、2021年度より排出量の算定対象にScope3「カテゴリ1～14」を追加、2023年度からは、算定

対象をScope3「カテゴリ15」まで拡大しました。

CO2排出量実績（Scope3）   （単位：t-CO2）​

算定項目 2024年度

1. 購入した製品・サービス コピー用紙、データ通信費、郵便料金、図書新聞、文房具等 3,133

2. 資本財 事業用建物、動産、ソフトウェア 7,212
3.  Scope1、2に含まれない燃料及び 

エネルギー関連活動 購入した電気・蒸気、燃料の上流側の排出 598

4. 輸送・配送（上流） 送料（他社輸送、当行が荷主） 736
5. 事業から出る廃棄物 廃棄物全般 340
6. 出張 雇用者の出張 252
7. 通勤 雇用者の通勤 897
8～14.  リース資産（上流）、輸送（下

流）、販売製品加工 等 （該当なし） （該当なし）

小計（除カテゴリ15） 13,168
15. 投資 事業法人向け融資 6,999,774
合計 7,012,942
Scope3の算定方法、排出係数等は「サプライチェーンを通じた温室効果ガス排出量算定に関する基本ガイドライン」
「サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」を使用。

CO2排出量（Scope1及びScope2）

（単位：t-CO₂）
■■グループ
■■単体　　

0t-CO₂

9,810

6,446

2013年度 2021年度 2022年度 2023年度 2024年度

【2024年度実績】
2013年度比

グループ: 55.1%削減
単      体: 59.3％削減

2050年度

カーボン
ニュートラル

実現

2030年度

11,443
11,443t-CO₂

7,797

6,826

5,526

4,101

5,512 5,136

3,990

2,860
2,452

【2030年度目標】
2013年度比
75％削減

（グループ・単体共通）

⃝CO2排出量の長期削減目標
気候変動リスクの低減に向けて、政府が掲げる2050年カーボンニュートラルの実現に貢献することを目的に、事業活動

を通じて発生するCO2排出量の長期削減目標を設定しています。
目標の達成に向けて、環境に配慮した営業車両の導入や再生可能エネルギーの利用のほか、当行が所有する太陽光発電設

備（香川県さぬき市津田）で発電した電力の自己活用等、様々な取組みを行ってまいりました。
2024年度の当行グループ全体の削減実績は、2013年度比55.1％（単体削減実績59.3

％）と、順調に推移しています。
なお、削減の進捗が順調であったことから、2024年度より、CO2排出量削減目標の対象

を当行グループ全体に拡大するとともに、2030年度の削減目標を2013年度比75％削減へ
と上方修正しました。

◆ 指標と目標  ⃝脱炭素社会に向けた移行計画
当行グループは、組織を挙げてカーボンニュートラルに向けた取組みを進めるとともに、地域のお客さまのCO2削減に対

するエンゲージメントを牽引することを目的に、脱炭素社会に向けた移行計画を策定しています。

WEB 「百十四グループの移行計画」はコチラ
　　　　　　　　　

2023/3末 2024/3末 2025/3末 2030/3末
目標

39.1％

48.8％

25.0％

1,252
567

1,954
2,438

846 1,020

5,000

2,000

サステナブルファイナンス実行累計額推移  （億円）

■■ 全体  ■■ うち環境系
○● 目標の進捗率

<第三者検証の取得について>
​CO2排出量の算定・開示にあたり、数値の信頼性を確保するため、2023年度排出量実績については一般財団法人日本品

質保証機構による第三者検証を取得しています。2024年度実績については対象範囲をScope1､ 2に加えScope3の一部に
拡大のうえ同検証の取得に向けた手続きを行っています。

当行が自己活用する太陽光発電設備
（香川県さぬき市津田）
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価値創造の実践に向けた戦略

気候変動等、環境課題への取組み

セクター 融資残高
(百万円)

　排出量※1

（t-CO2）

＜参考＞
炭素強度※2

（t-CO2/百万円）

石油及びガス 37,590 147,320 3.9
石炭 1,653 8,962 5.4
電力ユーティリティ 96,880 671,026 6.9
航空貨物 1,411 3,375 2.4
旅客空輸 753 7,702 10.2
海上輸送 118,207 863,620 7.3
鉄道輸送 20,003 526,463 26.3
トラックサービス 74,752 157,617 2.1
自動車及び部品 42,391 61,348 1.4
金属・鉱業 44,527 311,332 7.0
化学 70,294 215,295 3.1
建設資材 15,200 309,635 20.4
資本財 380,697 1,519,158 4.0
不動産管理・開発 193,711 66,264 0.3
飲料 1,988 2,423 1.2
農業 7,853 151,633 19.3
加工食品・加工肉 42,327 269,330 6.4
製紙・林業製品 43,689 222,606 5.1
その他 859,220 1,484,663 1.7

総計 2,053,147 6,999,774 3.4

Scope3カテゴリ15(投融資)について
　金融機関にとって投融資による間接的な排出量はScope3の大きな割合を占めており、当行の気候変動への取組みにおい
て重要な指標と考えています。当行では、カテゴリ15（投融資）にかかる排出量について、PCAFスタンダード※に基づく排
出量の算定に取り組んでいます。
※​国際的なイニシアティブであるPCAF（Partnership​for​Carbon​Accounting​Financials）スタンダードが作成した、金融機関の投融資ポートフ
ォリオにおけるGHG排出量を計測・開示する基準

　
算定対象 事業法人向け融資

※国内事業者を対象とし、プロジェクトファイナンスを除く、財務データ不足先を除く

算定手段

PCAFスタンダードに基づき、融資先各社毎に、以下の算式で算定

※2024年度実績についてはNTTデータが提供する算定ツールC-TurtleⓇ​FEにより算定

排出量の把握

融資先各社の排出量はボトムアップ・トップダウン方式を併用して算出
・ボトムアップ方式：各社が開示する排出量を利用
・トップダウン方式：各社の売上高に、業種に応じた平均的な排出係数
　　　　　　　　　​​（環境省排出原単位データベースを利用）を掛け合わせて推計

基準日 2025年3月末時点

データクオリティスコア 3.18（データ品質を測る尺度であり、スコア1に近づくほど品質が高い）

カバー率 百十四銀行単体の事業法人向け融資の88％

202５/3末2024/3末

3.5
3.18

更なるスコア
精緻化を図る

データクオリティスコア推移  　　（ポイント）

※1​当行融資先にかかる排出量　
※2​融資額1百万円あたりの排出量として、融資による間接的な排出量のインパクトの大きさを表す

百十四銀行

投融資先

投融資先の排出
量を自行の算定
に利用

PCAFスタンダード対応のGHG排出量算定プラット
フォーム
　①PCAFに準拠したFE算出
　②幅広い企業のGHG排出量情報を保有
　③取引先とのエンゲージメント促進

脱炭素化の努力
を社会で共有

2024年度の主な取組み内容

海水の浄化や海洋生物の多様性維持、海岸線の保全等、重要な役割を果た
す藻場の再生を起点に、地域で協働し、長期的な目線で瀬戸内海の豊かな海
の保全を図ることを目的に、「瀬戸内渚フォーラム」に参画しています。

PICK�UP�!!                    「瀬戸内渚フォーラム」へ参画！(​​​​​​​​​​​​​​​​​​​​​​​)

融資先にかかる排出量※

（ファイナンスドエミッション〈FE〉)
= 融資先の排出量 ×

融資先への当行の融資残高
融資先の資金調達総額

 

 

 排出量を可視化！

 ◆ 環境負荷低減への取組み 
⃝⾼松市との脱炭素社会の実現に向けた連携協定締結
高松市が提唱する“2050年「ゼロカーボンシティ」実現”に向け、当行が持つソリューショ

ンやネットワークを活用し、ともに脱炭素社会の実現をめざします。第一弾の施策として地
域の中小企業さまを対象にカーボンニュートラル実現に向けたセミナーを開催しました。

⃝ZEB認証の取得
新築いたしました東かがわ営業部(右図)及び三島支店は、高効率な設備採用による「省エ

ネ」、太陽光発電による「創エネ」等によりエネルギー消費量をネットゼロにする『ZEB※』認定
を取得しました。
※Net​Zero​Energy​Buildingの略称

⃝「調達・購買に関する方針」の制定
2024年8月に、環境負荷低減への取組みを推進し、気候変動、生物多様性等の環境問題の抑制や緩和に資するサプライ

ヤーとの取引、調達・購買につとめることを定めた「調達・購買に関する方針」を制定しました。

 ◆ 生物多様性への取組み 
​　気候変動に関する取組みだけでなく、生物多様性に関する取組みも持続可能な社会を実現する上で重要な課題として捉え
ています。2024年4月に参画した「TNFD（自然関連財務情報開示タスクフォース）フォーラム」を通じて、国際動向の把握
や情報の収集につとめ、自然関連の財務情報開示や地域の気候変動への対応、自然環境保護につとめてまいります。

国連環境計画・金融イニチアティブ（UNEP​FI）、国連開発計画（UNDF）、イギリスの環境NGO​Global​
Canopy、及び世界自然保護基金（WWF）により2021年6月に正式に発足した、自然資本や生物多様性に関連
した幅広い情報開示の枠組みの開発・提供をめざす国際イニシアティブ。

⃝「百十四の森」づくり活動
2004年に開催された「みどり創生in直島」への参加をきっかけとして、2008年から毎年、

森林保全活動に取り組んでいます。2024年11月の活動では、当行及び四国アライアンス行
41名の職員とその家族で除間伐を行いました。

　以上のとおり、2024年度においても様々な取組みにつとめた結果、CDP※より、8段階中3番目となる「B」
評価を取得しました（前年度よりワンノッチアップ）。
※環境に対する企業の取組状況を評価する国際NPO
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当行は、取締役会、監査等委員会制度を軸として「サステナビリティ委員会」「収益管理委員会」「リスク管理委員会」
「コンプライアンス委員会」等を有効活用し、組織横断的な事項に迅速に対応することで、コーポレート・ガバナンスの
実効性確保につとめています。

当行は、監査等委員会設置会社を採用し、監査等委員である取締役への取締役会における議決権の付与を通じて、取締役
の職務執行に対する監査・監督機能の強化を図っています。また、ガバナンス態勢の客観性及び透明性向上を目的に、委員
の過半数が独立社外取締役で構成される「指名・報酬等ガバナンス協議会」を設置しています。
更に、執行役員制度を導入しており、取締役会で選任された執行役員が業務執行を担当し、業務執行に係る重要な事項に

ついては、常務執行役員以上をメンバーとする「経営執行会議」及び組織横断的な事項に迅速に対応するために設置してい
る「サステナビリティ委員会」「収益管理委員会」「リスク管理委員会」「コンプライアンス委員会」等において協議・決定
する体制としています。

コーポレート・ガバナンスの基本的な考え方

コーポレート・ガバナンス体制の概要

⃝コーポレート・ガバナンス体制図

監査等委員ではない取締役

選任／解任 選任／解任 選任／解任

監査等委員である取締役

指示

監査部本部・営業店

連携・報告

取締役会

監査等委員会

会計
監査

監査／監督代表取締役

業務執行取締役

報告

収益管理
委員会

サステナビリティ
委員会

リスク管理
委員会

コンプライアンス
委員会 経営執行会議

監査
会計監査人

株主総会

⃝取締役会のスキル・マトリックス
期待する分野
（スキル） 各スキル項目を満たす基準

企業経営／
経営戦略

経営トップや経営戦略、サステナビリティ経営、経営管理、
コーポレートガバナンス、内部統制の統括部門、またはそれ
らに準ずる部門を経験するなどして、企業経営・経営戦略・
コーポレート・ガバナンスについての高い見識を有している。

財務／会計
財務・経理・主計部門、またはそれらに準ずる部門を経験し
ているほか、公認会計士・税理士資格等を有するなど、財
務・会計についての高い見識を有している。

リスク管理／​
コンプライア
ンス／法務

リスク管理部門、コンプライアンス統括部門、融資審査部門、
またはそれらに準ずる部門を経験しているほか、弁護士資格
を有するなど、リスク管理・コンプライアンス・法務につい
ての高い見識を有している。

人的資本／
DE&I

人事部門、組織トップとしての運営、またはそれらに準ずる
部門を経験しているほか、大学等で教育に従事するなどして、
人的資本・DE&Iについての高い見識を有している。

ICT／
デジタル

システム部門、デジタル分野の戦略の企画立案部門、またはそ
れらに準ずる部門を経験するなどして、ICT・デジタルについ
ての高い見識を有している。

サステナビリ
ティ／地方創
生／コンサル
ティング

営業部門（営業店長の経験を含む）、コンサルティング部門、
サステナビリティ・地方創生施策を企画立案する部門、企業
支援部門またはそれらに準ずる部門や行政機関等での実務経
験があるなどして、サステナビリティ・地方創生・コンサル
ティングについての高い見識を有している。

市場運用／
国際業務

有価証券運用部門、国際業務部門またはそれらに準ずる部門
を経験するなどして、市場運用・国際業務についての高い見
識を有している。

（各スキル項目を満たす基準等）

（注）上記スキル・マトリックスは各取締役が有するすべての専門性と経験を表すものではありません。

2023年度の評価結果 2024年度の取組み 2024年度の評価結果

課

題

❶​​長期ビジョン、中
期経営計画の目標
達成に向けた実効
性ある進捗管理へ
の関与

施

策

⃝​取締役会では中期経営計画やサステナビリテ
ィ計画の進捗状況報告に基づき議論を実施
⃝​中長期的な戦略に沿った本部組織改正や子会
社設立等の施策を実行
⃝​次期中期経営計画策定も見据え、当行のトッ
プリスクを議論し特定

評

価

⃝​現中期経営計画で掲げたＫＰＩは概ね順調に進捗
⃝​​認識したトップリスクを踏まえ、当行の将来の
あり方についてさらなる議論が必要
⃝​経営陣の想いを行員が共感し、行動に繋げてい
くためのさらなる取組みが必要

❷​​株価やサステナビ
リティ関連指標な
どの経営指標を活
用した議論

⃝​​経営指標改善や株価上昇に向けた施策を検討す
るため、ロジックツリーを用いた議論を実施
⃝​役員報酬体系を見直し、サステナビリティ関
連財務指標の項目追加等を実施
⃝​CO2排出量長期削減目標を見直し

⃝​​資本コストや株価を意識した経営の実現に向け、
取締役会等においてさらなる議論が必要

❸​​女性や若手など多
様な経営人材層の
育成に向けた計画
的な取組み

⃝​​頭取や役員によるタウンホールミーティングを
複数回開催し、意見交換を実施
⃝​女性や若手人材を経営職・管理職に積極的に
登用

⃝​当行初の女性執行役員2名登用を決定
⃝​女性管理職比率、女性役席者比率は上昇
⃝​​スキル・マトリックスを意識した計画的な人材
育成、登用が必要

2024年度に認識された課題
❶​創業150周年(2028年)の先を見据えたモードチェンジを実現する成長戦略を検討する
❷​成長戦略実現に向けた次期中期経営計画(2026-2028)策定過程では経営指標・株価を意識した議論を行う
❸​後継者育成方針を見直し、多様な経営人材層育成に向けて計画的に取り組む
❹​AI活用・DXを推進し、業務改善やイノベーション実現に向けて取り組む

⃝取締役会の実効性評価
当行では毎年度、取締役全員を対象にアンケートを実施し、その集計結果の分析に基づいて取締役会の実効性を評価して

います。2024年度のアンケートは、取締役会の構成や運営、経営戦略への関与、取締役の選解任・報酬、イノベーション
への対応など、取締役会がその役割・責務を果たすうえで重要と考えられる事項について実施しました。取締役会は、評価
により洗い出された課題の改善に取り組むことで、取締役会の実効性の向上につとめています。

⃝各会議体の構成

社内取締役

10名

独立社外取締役

5名

取締役

15名

独立社外
取締役

5 / 7名
独立社外
取締役

5 / 7名

（うち2名女性）
※委員長は独立社外取締役

▶取締役会 ▶監査等委員会 ▶指名・報酬等ガバナンス協議会

WEB コーポレート・ガバナンスの実効性を確保するための基本的な考え方や運
営方針等を定めた「コーポレートガバナンス・ガイドライン」はコチラ

指名・報酬等ガバナンス協議会
諮問機関

⃝取締役会
取締役会は、取締役（監査等委員である取締役を除く）

8名、監査等委員である取締役7名（うち社外取締役5名）で
構成されています。取締役の選任にあたっては、事業環境
及び経営戦略等をもとに当行が期待する専門性・スキルに
基づき選定し、当行グループの持続的な発展に資するスキ
ルバランスが取締役会全体で保持されるよう配意していま
す。また、その構成について、ジェンダー、国際性、職歴
及び年齢等の多様性に留意することとしています。原則と
して毎月１回開催し、法令または定款で定められた事項の
ほか、経営に関する重要事項について決議するとともに、
取締役の業務執行を監督しています。

2024年度開催回数 12回 構成員の出席率 100％

＜2024年度の主な審議事項＞
⃝​取締役会の実効性評価結果の概要及びその対応
⃝​配当方針や自己株式取得など株主還元の見直し
⃝​資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた取組状況
⃝​野村證券株式会社との金融商品仲介業務における包括的業
務提携

⃝​中期経営計画の経営目標の見直し
⃝​CO2排出量削減目標の見直しと移行計画の策定
⃝​サイバーセキュリティ管理態勢に関する取組み
⃝​政策保有株式の保有合理性に関する検証結果
⃝​2025年度「トップリスク」の策定 等

氏名

社内取締役：高度な専門性または業務経験を有する分野
社外取締役：高度な見識を有し、特に専門性が発揮できる分野

企業経営/
経営戦略 財務/会計

リスク管理/
コンプライアンス/

法務
人的資本/

DE&I
ICT/

デジタル
サステナビリティ/
地方創生/
コンサルティング

市場運用/
国際業務

綾田​裕次郎 ● ● ● ● ● ●

森　　​匡史 ● ● ● ● ● ●

豊嶋　​正和 ● ● ● ● ● ●

多田　​和仁 ● ● ● ●

菅　　　​弘 ● ●

岩根　​正明 ● ● ● ● ● ●

小田　​英城 ● ● ● ●
岩瀬　​徹也 ● ● ● ● ● ●

佐久間​達也 ● ● ● ● ●

對馬　​敬生 ● ● ●

山田　​泰子 ● ● ●

藤本　​智子 ● ● ●

小西　​範幸 ● ● ● ● ●

丸森　​康史 ● ● ● ● ● ●

鬼頭　​誠司 ● ● ● ● ● ●

取
締
役（
監
査
等
委
員
を
除
く
）
監
査
等
委
員
で
あ
る
取
締
役
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コーポレート・ガバナンス

百
十
四
グ
ル
ー
プ
の
価
値
創
造
ス
ト
ー
リ
ー

マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
メ
ッ
セ
ー
ジ

価
値
創
造
の
実
践
に
向
け
た
戦
略

価
値
創
造
を
支
え
る
基
盤

イ
ン
ト
ロ
ダ
ク
シ
ョ
ン

49 50The Hyakujushi  Bank, Ltd. The Hyakujushi  Bank, Ltd.



⃝監査等委員会
監査等委員会は、監査等委員である取締役7名（うち社外

取締役5名）で構成されています。原則として毎月1回開催
するほか、必要に応じて随時開催し、取締役の職務の執行
を監査・監督しています。

⃝指名・報酬等ガバナンス協議会（任意の委員会）
指名・報酬等ガバナンス協議会は、頭取、監査等委員会

委員長及び独立社外取締役5名で構成され、委員長を独立
社外取締役としています。原則として年２回以上開催し、
取締役会の諮問機関として、取締役候補者の指名及び取締
役の解任、代表取締役の指名・解職、監査等委員ではない
取締役の報酬等及び、その他ガバナンス及び経営上の重要
な事項に関する審議を行い、取締役会はその答申の内容を
尊重することとしています。

⃝取締役の報酬等
当行の取締役（監査等委員である取締役を除く。）の報酬等

は、「基本報酬」、「賞与」及び「業績連動型株式報酬（役員
報酬BIP信託）」を主な構成要素とし、各報酬の割合は、各
取締役に企業価値向上へのインセンティブが働くよう配意
して決定しています。
「賞与」については、単年度の業績に対する取締役の責任
を明確にすることを目的とした親会社株主に帰属する当期
純利益の達成状況に加え、長期ビジョン実現に向けたチャ
レンジを促進し、地域の環境・社会価値と当行グループの
経済価値の両立をめざす一環として、サステナビリティ経
営に関する目標指標の進捗状況により変動する役位別支給
額を定めています。

⃝後継者育成計画
当行は、取締役頭取に至るまでの経営層の育成に関する基本的な考え方及び後継者に求められる要件等を定めた方針を制

定しています。
取締役会は、経営の持続性を確保するためには、計画的な後継者育成が重要であることを認識し、指名・報酬等ガバナン

ス協議会の支援を受けて、その育成状況を監督しています。
なお、取締役に加え、部室長、支店長等のマネジメント層を対象に、ステークホルダーからの信頼を得るために必要な倫

理観や人間力、教養の質の向上を図り、役職員共通の価値観を醸成することを目的とした「経営勉強会」を開催する等、将
来の経営層の育成に向けた取組みを行っています。

⃝社外取締役のサポート体制
監査等委員である社外取締役を補佐する体制として、専属

の使用人を配置した「監査等委員会室」を設置しております。
取締役会の実効性確保と円滑な運営を図ることを目的に、

タブレットの配布や議案の事前説明を行っています。
また、自由闊達な意見交換を目的に、社外取締役と行内

取締役、執行役員、部室店長等が参加する非公式な会議体
として「フリートークセッション」を随時開催しています。

フリートークセッション 2024年度開催回数 5回

＜2024年度の主なテーマ＞
⃝​ハラスメントに係る組織対応について
⃝​野村證券株式会社との包括的業務提携

等

機関設計

社外役員

取締役会

役員報酬

その他の
取組み

2014年2013年
以前 2015年 2017年 2018年 2020年 2021年 2022年 2023年 2024年 2025年

ガバナンス協議会
の設置

自己評価実施及び
課題の改善

固定報酬と変動報酬の
構成比見直し

固定報酬と変動報酬の
構成比見直し

ストックオプション制度の導入
役員退職慰労金の廃止

執行役員制度の導入

「コーポレートガバナンス・
ガイドライン」の制定

CCO（コンプライアンス最高責任者）の設置
相談役制度の廃止

フリートークセッションの
開始

後継者育成方針の策定
第三者評価の実施

業績連動型株式報酬制度の
導入

業績連動型株式報酬制度の
継続

サステナビリティ経営に関する
目標※1の達成状況と連動

サステナビリティ経営に
関する目標項目を追加※2

後継者育成方針の改定 後継者育成方針の改定

スキル･マトリックス
の見直し

スキル･マトリックス
の見直し

女性執行役員の
登用

取締役の
スキル・マトリックス開示

社外監査役
3名

社外取締役
1名

社外取締役
2名

社外取締役
4名

社外取締役
5名

監査等委員会設置会社
に移行

東証プライム市場に移行

指名・報酬等ガバナンス
協議会の設置

ガバナンス強化に向けた取組実績

⃝社外取締役の選任理由

氏名
（就任年月） 選任理由

出席状況（2024年度）
取締役会 監査等委員会

山田　泰子
（2019年6月）

香川県に入庁後、環境・福祉・会計等の部署で要職を歴任し、地方行政にお
ける豊富な経験と、地方創生や財務会計等についての専門的知識を有し、
人格、見識ともに優れています。

12／12回 13／13回

藤本　智子
（2021年6月）

弁護士としての高い専門性を備えたうえで、香川地方労働審議会委員や高松
市環境審議会委員等の公職を歴任してきたことから、法律家としての観点の
みならず、行政の現場で培った多様な視点、発想も持ち合わせており、人
格、見識ともに優れています。

12／12回 13／13回

小西　範幸
（2022年6月）

学識経験者として会計・監査・ガバナンスや地方創生等についての高い専門
的知識を備えたうえで、青山学院大学副学長や国際会計研究学会会長等の要
職をつとめ、人格、見識ともに優れています。

12／12回 13／13回

丸森　康史
（2023年6月）

株式会社三菱UFJ銀行及び三菱UFJリサーチ＆コンサルティング株式会社等
の経営者としての豊富な経験と、金融や財務会計、コンサルティング業務等
に関する専門的知識に加えて、地方銀行の社外監査役の経験も有し、人格、
見識ともに優れています。

12／12回 13／13回

鬼頭　誠司
（2024年6月）

日本生命保険相互会社及びニッセイ情報テクノロジー株式会社等の経営者と
しての豊富な経験と、金融、法務、コンプライアンス、リスク管理、システ
ム等の豊富な知識を有し、人格、見識ともに優れています。

9／9回 9／9回

（女性取締役）（女性取締役） （女性取締役） （女性取締役）（女性取締役）

※1 CO2排出量削減（E)・女性役席者比率向上（S）・政策保有株式削減（G）
※2 サステナブルファイナンス実行額（E)・エンゲージメントスコア（S）

2024年度開催回数 13回 構成員の出席率 100％

＜2024年度の主な審議事項＞
⃝​監査方針・監査計画の策定
⃝​監査報告書の作成
⃝​監査等委員以外の取締役の選任・報酬に関する意見決定
⃝​会計監査人の選任
⃝​会計監査人の報酬等に関する同意
⃝​定時株主総会への付議議案内容の監査

等

2024年度開催回数 10回 構成員の出席率 97％

＜2024年度の主な審議事項＞
⃝​サクセッションプランに基づく候補者選抜アンケート結果
⃝​次年度以降の体制構築に向けた考え
⃝​経営目標見直しに伴う役員報酬体系の一部改定
⃝​取締役会実効性評価アンケートの実施及び結果概要
⃝​後継者育成方針の一部改定　

等

（注）​1.​​「員数」及び「報酬等の総額」には、2024年6月27日開催の第155期定時株主総会
主終結の時をもって退任した取締役3名を含む

​​​​​​​ 2.​社外役員は社外取締役（監査等委員）6名
　　​3.​​「業績連動報酬」の額には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額及び株式報酬費

用を記載
　　​4.​当行の使用人を兼ねている会社役員は該当なし
　​ 5.​​該当事業年度において連結報酬等の総額が1億円以上である役員は該当なし

役員区分 員数
（人）

報酬等の
総額

（百万円）

固定報酬 業績連動報酬
金銭報酬 非金銭報酬

基本報酬 賞与 業績連動型
株式報酬

取締役（監査等委員を除く）
（社外取締役を除く） 10 319 192 70 57

取締役（監査等委員）
（社外取締役を除く） 2 39 39 ― ―

社外役員 6 39 39 ― ―

⃝ 役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象と
なる役員の員数  （2024年4月1日～2025年3月31日）
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社外取締役インタビュー

価値創造を支える基盤

Q2

Q3

Q4

Q1 当行のコーポレート・ガバナンスについての評価をお聞かせください。 

取締役会では、様々な知見や経験を持つ社外取締役が、健
全な懐疑心を持って活発に議論に加わっており、執行側も、
我々社外取締役の提言を真摯に受け止めてくれていることか
ら、当行のガバナンスは有効に機能していると考えます。
当行の社外取締役に就任する時に「なるべく多くの職員
の方と自由に話せるように」とお願いし、部長や支店長等
とお話しする機会を設けていただいたことから、行内の
様々な立場の方とコミュニケーションが取れていると感じ
ております。今後はグループ会社の方々ともお話しする機

会をいただいておりますので、グループ全体の内部統制の
観点から、更なる伸びしろを見つけていきたいと思います。
2025年4月に女性執行役員2名が誕生しました。当行の
サクセッションプランは、かなり先までの候補者がリスト
アップされ、私たち社外取締役も早い段階から情報を共有
する等、きめ細やかな運営がなされていると思います。マ
ネジメント層の育成にも力を入れていると感じております
ので、将来の幹部候補となる層が厚くなり、順々に登用さ
れる循環が続いてほしいと考えております。

中期経営計画「創ろうイ・イ・ヨ♪」の2年間の進捗について、
どのように評価していますか。また、最終年度と次期中期経営計画
に向けて期待することについて教えてください。

金利のある世界に移行したこともあり、経営目標につい
ては今のところ順調に進捗していますが、戦略を遂行するた
めの人材を持続的に確保できるかが課題であると考えます。
金利をはじめ様々な環境の変化によって、お客さまとの
重要な接点である店舗の在り方についても丁寧に議論して
いく必要があると考えます。また、個人のお客さまの預り
資産業務に関しては、野村證券株式会社との業務提携によ
り新たなフェーズに入っていきますが、それぞれの役割を
明確に定義し、これまで以上に存在感を発揮しながら、主
体的に地域のお客さまのライフプランのサポートに取り組

む態勢整備が重要です。
様々な環境の変化に対応していくためには、幅広い経験
を積んだうえで、特定の分野で強みを持つ人材を育成して
いくことが求められます。現中期経営計画がスタートして
から、新たにグループ会社3社を設立していますが、いず
れも40代の若い行員が社長に就任しております。変化が
激しい時代ですので、その流れに取り残されないために
も、彼ら・彼女らの感性にも頼り、適所適材の人材配置を
実現することが次期中期経営計画を検討するうえでの最も
重要な課題ではないでしょうか。

今後、百十四グループが企業価値を⾼めていくためには
どのようなことを意識する必要があると考えておられますか。
また、これまでの経歴等からどのように関与していく考えですか？

私の今までの経験では、投資家や株主の視点における
「企業価値」とは、主に業績や期待成長率の向上による株
価上昇と株主還元の強化であると考えます。IR・SR活動
を通じて投資家や株主とコミュニケーションを図り、当
行が持つ魅力やポテンシャルの発信を一層強化すること
で、当行株式が超長期的に保有される銘柄になれば良い
と思います。
私はかつての上司から教えられた「Give,​Give​and​
Give」という言葉を大切にしております。お客さまに尽
くすだけでなく、お客さまの期待を超えるものを提供す
る、その結果、百十四グループのファンが増え、企業価値
が高まるという好循環が生まれればと思います。そのため
には、例えば、強みとしている海事産業向け貸出につい
て、従来のままで満足せず、新たな付加価値をプラスする
ための発想の転換や、地域活性化に資する企業の新しい動

きを、銀行グループとして、主体的に支援していく取組み
も必要になってくるでしょう。それによって得られた収益
の一部を、若手・中堅の人材育成に再投資し、さらなる好
循環を生み出していければいいと思います。

新頭取体制1年目を振り返って、
百十四グループにどのような「変化」を感じられておりますか？

経営者は色々なキャラクター、考え方を持っている人が
いて良いと思っていますが、当行の代々の経営者に共通す
るのは、「三方良し」の精神をベースに持っておられると
ころだと思います。その中でも森頭取は、これまで受け継
がれてきた精神を大切にしつつ、変化が激しい時代の中で
何が求められているかを考え、失敗を恐れない「実践力」

「スピード感」を重視しているような印象を持っています。
行員の皆さまにもそういったことを期待しているのではな
いかと感じており、森頭取の信念やスタイルを応援してい
ます。
また、森頭取は当行の卓球部の応援のために、自ら北海
道まで足を運ぶような「熱いハートを持つ人」です。私は

前職の三菱銀行（現三菱UFJ銀行）時代に、「支店長は頭
取の名代である」と訴えてきました。当行では昨年度より
タウンホールミーティングを開催し、若手行員を対象に森
頭取自ら熱い想いを伝えて廻る機会を創っており、それは

それでもちろん重要なことですが、支店長や部長も頭取の
名代として、熱い気持ちをお客さまや部下に伝える“伝道
師”であることを認識し、その役割を果たしてほしいと思
います。「Give, Give and Give」の

精神とともに成長し続ける地方銀行へ

社外取締役 

丸森　康史
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経済・金融のグローバル化や金融技術が一段と進展しビジネスチャンスが広がる一方で、金融機関が直面しているリスク
はますます多様化・複雑化しています。当行では、地域社会及びお客さまとともに持続的に成長・発展していくために、
リスクアペタイト・フレームワークを通じて、事業戦略・財務戦略の遂行とリスク管理の運営を一体化し、適切なリスク
テイクとリスクコントロールにつとめています。

震災や風水害、感染症の蔓延、システム障害等、業務継続が脅かされる緊急時においても最低限の金融サービスを維持し、
地域の皆さまの生活や経済活動に貢献するため、業務継続計画（BCP:​Business​Continuity​Plan）に基づく体制の整備
及び継続的な改善を図っています。
緊急時には、頭取を本部長とする総合対策本部を設置することで、情報の一元管理や営業店への指示を迅速に行う体制と

しています。
定期的に業務継続体制の実効性向上を目的とした独自訓練を実施し、役職員に対する業務継続体制の理解の浸透や危機意識

醸成を図っています。

当行では、事業戦略・財務計画の達成のために受け入れるリスクの種類及び量（リスクアペタイト）を明確にし、リスク
をコントロールする経営管理の枠組みとして「リスクアペタイト・フレームワーク」を導入しています。
具体的には、取締役会にて、当行を取り巻くリスクのうち、特に経営に重大な影響をもたらすリスク（以下、「トップリ

スク」といいます。）を定め、その影響及び影響時期等を認識した上で、起こり得るリスクシナリオを想定し、あらかじめ
対応策を講じることでリスクの回避・抑制を図るとともに、トップリスクを考慮した事業戦略の遂行により企業価値の
向上につとめてまいります。

当行では、リスクアペタイト・フレームワークの枠組みの中で、収益力の向上と健全性維持のバランスを図るための管理
態勢（リスク管理態勢）を整備しています。

業務継続体制

リスクアペタイト・フレームワーク

リスク管理態勢

⃝リスク管理体制図

⃝当行が定めるトップリスク（2025年度）

⃝業務継続を目的とした設備導入状況
・水、食料、ヘルメット等、業務継続に必要な物品の備蓄
・浸水被害が予想される店舗出入口に防潮板を設置
・重要拠点への自家発電装置の設置
・給電機能をもつEVの設置（一部店舗）

⃝緊急時の業務継続のための取組み
・優先店舗及び優先業務の特定
・継続的な業務継続訓練の実施
・迅速な情報共有のためのビジネスチャットの導入

⃝総合対策本部組織

本部
営業店 指示伝達

状況報告 

状況報告 システム障害 
対策本部

（本部長：事務統括部
担当取締役） 

⃝基本的な考え方
銀行業務に関わる信用リスク、市場リスク、流動性リスク、オペレーショナルリスクといったさまざまなリスクを把握・

管理するとともに、総体的に捉えて経営体力（自己資本）と対比することによって経営全体としての安定性と健全性の確保
を図りつつ、事業戦略及び財務計画の実現をめざしています。

⃝管理体制
当行では、銀行業務に関する各リスク毎に所管する部署と管理規定を定めて管理するとともに、それらのリスク管理全体

を統合的に管理する部署を設置して一元的な管理を行っています。また、リスク管理委員会及びその下部組織であるリスク
管理部会を設置して、リスク管理に関する事項を組織横断的に協議し、リスク管理の体制整備と高度化を図っています。

総合対策本部
（本部長：頭取
副本部長：本部長
以外の代表取締役）

対策本部委員
（取締役常務執行 
役員、本部在勤の 
職員常務執行役員、
各部室長）

取締役会

株主総会

監査等委員会

リスク管理委員会

リスク統括部

信用リスク

リスク統括部 リスク統括部

各部室・営業店

グループ会社

市場国際部 リスク統括部、事務統括部、
コンプライアンス統括部、人事部、総務部

リスク管理部会

統
括
部
署

監
査
部

管
理
部
署

コンダクトリスク※ 気候変動リスク※

※下記のリスクに密接に関わるリスクとして、その影響を考慮する。

市場リスク 流動性リスク オペレーショナルリスク

リスク要因 リスクシナリオ

経営リスク BCPリスク 大規模災害、パンデミック、システム障害、
その他業務継続を妨げる事象の発生

⃝取引・サービスの停止
⃝当行の物的及び人的資本の毀損
⃝取引先の被災による与信費用の増加

戦略リスク

市場変動リスク
金利がある世界における競争の激化

⃝資産・負債構成の変化
⃝貸出シェアの低下、スプレッドの縮小
⃝イールドカーブ変化による損益影響

地政学リスク等を契機とした金融市場の
急激な変動 ⃝市場の混乱（株価暴落等）に伴う有価証券評価損益の悪化

技術変革リスク 社会・経済のデジタルシフト加速 ⃝他行への資金流出
⃝営業地域での当行の地盤低下

成長機会リスク

地域経済の縮小、地域の少子化・高齢化、
人口減少

⃝取引先数の減少によるビジネス規模の縮小
⃝生産年齢人口の減少による個人取引（預金・ローン）の減少

内向的・保守的な企業風土 ⃝従業員エンゲージメントの低下
⃝人材流出

財務リスク
信用リスク 日本又は世界的な景気後退、インフレの進行、

大口与信先の経営支援の長期化
⃝取引先の業績悪化による与信費用の増加
⃝経営支援コストの継続発生
⃝支援先信用悪化による多額の与信費用発生

流動性リスク 顧客行動の変化 ⃝預金の調達コスト上昇、他行への流出

オペレーショナル
リスク

情報セキュリティ
リスク サイバー攻撃の増加・高度化

⃝取引・サービスの停止、顧客情報の流出

⃝顧客からの信頼毀損

コンプライアンス
リスク

役職員による犯罪、コンプライアンス違反の
発生

⃝法令違反等による行政処分
⃝ステークホルダーからの信用失墜

金融犯罪の増加・複雑化
⃝お客さまの特殊詐欺被害の増加
⃝マネーローンダリング防止態勢不芳等による行政処分
⃝ステークホルダーからの信用失墜

レピュテーション
リスク ガバナンスリスク

低い収益力（資本効率）​及び生産性
⃝当行企業価値の低下
⃝市場での評価低下、当行株価の下落
⃝株主総会議案の議決権反対比率の上昇

高い政策保有株式保有比率
⃝市場での評価低下
⃝株主総会議案の議決権反対比率の上昇
⃝株価暴落時に多額の減損発生

ESGリスク
環境リスク 気候変動など環境問題の深刻化

⃝脱炭素の遅れによる社会的な信頼低下
⃝異常気象による取引先の事業停止
⃝担保価値の低下による与信費用の増加
⃝脱炭素の遅れによる取引先の業績悪化

社会的責任リスク DE&I​及び人権尊重の高まり、人材の流動化 ⃝従業員エンゲージメントの低下
⃝人材確保の困難化

価値創造を支える基盤

リスク管理及びコンプライアンスへの取組み
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被監査部門における内部管理態勢の適切性と有効性を検証・評価するとともに、問題点の改善のための提言及び改善状況
のフォローを実施することで、経営目標の達成に貢献する監査を実践しています。

内部監査

⃝独立性と牽制機能の確保
内部監査部門の客観性と実効性を確保するため、被監査部門から独

立し、不当な制約を受けることなく内部監査を実施できる体制として
います。

⃝報告態勢
内部監査を通じて把握した問題点を検証し、頭取、取締役会、監査

等委員会に報告しています。また、経営に重大な影響を与えると認め
られる問題点等は、遅滞なく頭取、取締役会及び監査等委員会に報告
することとしています。

⃝内部監査体制

取締役会
 

各部室 
営業店 

グループ会社 

頭取

監査等委員会 

内
部
監
査

連携・
報告 

報告 

指 示 
報告 

監査部 

当行は、年々高度化、巧妙化するサイバー攻撃からお客さま及び当行自身の情報資産を守るため、サイバーセキュリティ
対策の強化に継続して取り組んでいます。経営陣の主導のもと、グループ会社を含めたサイバーセキュリティに対応する専
門チーム「114CSIRT（Computer​Security​Incident​Response​Team）」を設置のうえ、脅威情報の収集・分析、インシ
デント対応及び復旧体制の整備につとめています。また、サイバーセキュリティに関する責任者の配置、外部関係機関等と
の連携に加え、役職員のリテラシー向上を目的とした定期的な教育・訓練や専門人材の育成に注力し、管理態勢の高度化と
実効性向上を図っています。

サイバーセキュリティ管理態勢

当行は、コンプライアンスの最高責任者であるCCO（チーフ・コンプラ
イアンス・オフィサー）の統括管理のもと、コンプライアンス統括部にお
いてコンプライアンス関係諸事項の一元的な管理を行っています。
また、各部室店においてコンプライアンスを実践・浸透させるため、

責任者及び担当者を任命しているほか、チェックリストによるコンプ
ライアンス状況のチェックや、勉強会の実施など、コンプライアンス
の浸透につとめています。更に、CCOを委員長とするコンプライアン
ス委員会において組織横断的な議論を行い、体制の整備・高度化を図
っています。

コンプライアンス体制

⃝コンプライアンスプログラムの策定
コンプライアンスを実効性のあるものとするための具体的な実施計画としてコンプライアンスプログラムを策定してい

ます。コンプライアンスプログラムの策定及び見直しは、取締役会で決定され、その進捗状況や達成状況についても取締
役会に報告を行っています。

⃝内部通報制度
内部通報窓口（‘ほっと’ダイヤル）を設置し、すべての役職員から通報を受け付ける体制を整備することで、不正行為の

早期発見と速やかな是正措置の発動につとめています。

⃝マネー・ローンダリング等防止ポリシーの遵守
当行グループは、マネー・ローンダリング、テロ資金供与及び大量破壊兵器の拡散活動への資金供与の防止、並びに経済

制裁措置への対応（以下、「マネー・ロンダリング等」といいます。）の重要性を強く認識し、国際社会の厳しい要請に応え
るため、マネー・ローンダリング等防止を経営戦略等における重要な課題の一つとして位置付け、以下のような内部管理体
制を構築し、業務を遂行します。

⃝コンプライアンス体制

2024年度の主なテーマ

⃝​コンプライアンス臨店指導結果
⃝​階層別のコンプライアンス研修
⃝​職場アンケート結果

等

教育・指導

コンプライアンス委員会
（委員長：CCO）

報告・相談

取締役会監査等
委員会

コンプライアンス統括部

営業店・本部

本部／営業店

グループ会社

114CSIRT

百十四銀行 外部関係機関等

金融庁 日本銀行

全銀協 地銀協

NISC等 警察

金融ISAC※

Chance共同化行（Chance-CSIRT）

四国アライアンス

セキュリティベンダー

外部委託先

情報共有
連携

情報共有
連携

取締役会

リスク管理委員会

セキュリティ統括責任者
（事務統括部担当取締役）

構成メンバー
（関連本部・グループ会社）

管理者

※日本の金融機関によるサイバーセキュリティに関する情報共有及び分析を行う組織

⃝CCOと監査等委員との情報交換会
定期的に、CCOと監査等委員による意見・情報交換会を行っています。コンプ

ライアンス委員会で審議・報告された内容の共有のほか、課題や今後の対応等に
ついても議論しています。

運営方針
百十四グループは、マネー・ローンダリング等防止に関する、法令・規則等を遵守します。

組織体制
百十四グループは、マネー・ローンダリング等防止対策の責任者及び統括部署を定めて一元的な管理体制を構築します。

また、経営陣の主導的関与により組織横断的に対応の高度化を推進します。
リスクベース・アプローチ
百十四グループは、自らのマネー・ローンダリング等に係るリスクを特定・評価し、これを実効的に低減するため、当該

リスクに見合った対策を講じます。
顧客管理方針
百十四グループは、マネー・ローンダリング等から百十四グループの顧客を守るため、顧客受入方針を策定し、顧客情報

や取引内容を調査・分析することにより、講ずべき低減措置を判断・実施して適切な顧客管理を行います。
疑わしい取引の届出
百十四グループは、ITシステム等を活用しながら疑わしい顧客や取引等を的確に検知・監視・分析する態勢を構築し、疑

わしいと判断した場合には、遅滞なく当局に届出を行います。
コルレス先の管理
百十四グループは、コルレス先の情報収集を行い、適正に評価した上で、リスクに応じた適正な措置を実施します。また、

営業実態のない架空銀行との関係は遮断します。
役職員に対する研修
百十四グループは、全役職員に対して適切かつ継続的な研修等を行い、組織全体としてマネー・ローンダリング等防止に

対する専門的な理解を深めます。
内部監査
百十四グループは、マネー・ローンダリング等防止の状況について、独立した立場の内部監査部門による定期的な監査を

実施し、その結果を踏まえたうえで、態勢の改善を図ります。

マネー・ローンダリング等防止ポリシー

価値創造を支える基盤

リスク管理及びコンプライアンスへの取組み
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1987年​４月​ 当行入行
2013年​４月​ 同​加古川支店長
2015年​10月​ 融資部副部長
2016年​４月​ 融資部長
2018年​４月​ ​地域創生部長兼ソリューション推進

部長
2020年​４月​ 執行役員大阪支店長
2023年​４月​ 常務執行役員監査部長
2025年​４月​ 常務執行役員監査部担当補佐
2025年​６月​ 取締役(監査等委員)【現職】

■ 取締役（監査等委員である取締役を除く） ■ 監査等委員である取締役

1990年​４月​ 当行入行
2015年​４月​ 同​松山支店長
2017年​４月​ 同​神戸支店長
2019年​４月​ ​同​執行役員東京支店長​​

兼東京公務担当部長
2021年​４月​ 同​執行役員営業戦略部長
2022年​４月​ 同​常務執行役員
2022年​６月​ 同​取締役常務執行役員
2025年​４月​ 同​取締役専務執行役員【現職】

代表取締役
取締役専務執行役員
多田　和仁

1991年​４月​ 当行入行
2015年​10月​ 同​経営企画部グループ長
2020年​４月​ 同​経営企画部副部長
2022年​10月​ 同​リスク統括部担当部長
2023年​４月​ 同​リスク統括部長
2024年​４月​ 同​執行役員リスク統括部長
2025年​４月​ 同​常務執行役員
2025年​６月​ 同​取締役常務執行役員【現職】

取締役
常務執行役員
岩瀬　徹也

1994年​４月​ 当行入行
2013年​10月​ 同​名古屋支店副支店長
2016年​10月​ 同​水島支店長
2020年​４月​ 同​秘書室長
2022年​４月​ 同​市場国際部長
2023年​４月​ 同​執行役員市場国際部長
2024年​４月​ 同​常務執行役員​
2024年​ 6月​ 同​取締役常務執行役員【現職】

取締役
常務執行役員
岩根　正明

取締役（監査等委員）
對馬　敬生

1982年​４月​ 香川県庁入庁
2008年​４月​ 同​総務部総務事務集中課長
2009年​４月​ ​同​環境森林部環境政策課長​

兼総務部人権・同和政策課主幹
2012年​４月​ ​同​総務部総務学事課長​

兼総務部人権・同和政策課主幹
2013年​４月​ 香川県立保健医療大学事務局長
2014年​４月​ 香川県健康福祉部次長
2015年​４月​ 同​会計管理者兼出納局長
2018年​４月​ ​香川県立ミュージアム館長
2019年​６月​ ​当行社外取締役（監査等委員）【現職】

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
山田　泰子

2006年​11月​ 弁護士登録
2007年​９月​ 藤本智子法律事務所開設【現職】
2015年​４月​ 香川県弁護士会副会長
2017年​７月​ 香川県公益認定等審議会委員【現職】
2018年​５月​ 香川県男女共同参画審議会委員【現職】
2018年​７月​ 香川県環境審議会委員【現職】
2019年​３月​ 香川県収用委員会委員
2019年​４月​ 香川県紛争調整委員会会長​
​ ​（香川労働局）
2019年​４月​ ​四国整備局コンプライアンス・アド

バイザリー委員会委員【現職】
2019年​11月​ 高松市環境審議会委員
2020年​４月​ ​香川大学理事・副学長（内部統制・

ダイバーシティ推進担当）
2020年​４月​ ​香川県次期総合計画策定懇談会委員
2021年​６月​ ​当行社外取締役(監査等委員)【現職】
2021年​11月​ ​香川地方労働審議会委員会長​

（香川労働局）
2025年​４月​ 香川県弁護士会副会長【現職】

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
藤本　智子

2004年​４月​ ​岡山大学経済学部教授兼法科大学
院兼任教授

2008年​４月​ ​岡山大学大学院社会文化科学研究
科組織経営専攻長

2009年​４月​ ​青山学院大学大学院会計プロフェ
ッション研究科教授【現職】

2012年​４月​ ​日本政策投資銀行設備投資研究所・
客員主任研究員

2016年​４月​ ​青山学院大学大学院会計プロフェ
ッション研究科長

2018年​４月​ 学校法人青山学院評議員
2018年​５月​ 会計大学院協会理事長
2019年​12月​ 青山学院大学副学長
2021年​10月​ 国際会計研究学会会長
2022年​５月​ 日本取締役協会監事【現職】
2022年​６月​ 当行社外取締役(監査等委員)【現職】
2023年​12月​ 青山学院大学学長補佐
2024年​４月​ ​日本政策投資銀行設備投資研究所

顧問【現職】
2024年​10月​ 学校法人東京女子医科大学理事

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
小西　範幸

1981年​４月​ ​株式会社三菱銀行（現株式会社三菱
UFJ銀行）入行

2008年​４月​ 同​執行役員
2011年​５月​ ​同​常務執行役員
2012年​６月​ ​三菱UFJリサーチ＆コンサルティ

ング株式会社代表取締役副社長
2013年​６月​ ​株式会社南都銀行社外監査役
2014年​12月​ ​三菱UFJリサーチ＆コンサルティ

ング株式会社取締役
2015年​３月​ ​旭硝子株式会社（現AGC株式会社）

常勤監査役（社外）
2019年​６月​ ​公益財団法人三菱経済研究所副理

事長（代表理事）【現職】
2019年​６月​ TOTO株式会社社外監査役
2022年​６月​ 同​社外取締役（監査等委員）【現職】
2023年​６月​ 当行社外取締役（監査等委員）【現職】

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
丸森　康史

1985年​４月​ 日本生命保険相互会社入社
2014年​７月​ 同​取締役執行役員
2016年​３月​ 同​取締役常務執行役員
2017年​４月​ ​ニッセイ情報テクノロジー​

株式会社代表取締役社長
2019年​３月​ ​日本生命保険相互会社​

専務執行役員
2021年​３月​ 同​副社長執行役員
2021年​７月​ 同​取締役副社長執行役員
2022年​３月​ 同​代表取締役
​ ​ 副社長執行役員
2023年​３月​ 同​取締役
2023年​６月​ 公益財団法人ニッセイ文化
​ ​ 振興財団理事長【現職】
​ ​ ​公益財団法人東京オペラシティ

文化財団理事長【現職】
2024年​６月​ 当行社外取締役（監査等委員）【現職】
2025年​６月​ 株式会社ダイセル社外取締役【現職】

取締役（監査等委員）
非常勤・社外
鬼頭　誠司

1982年​４月​ 当行入行
2006年​３月​ 同​栗林支店長
2008年​４月​ 同​名古屋支店長
2010年​４月​ 同​営業統括部長
2012年​４月​ ​同​執行役員東京支店長​​

兼東京公務担当部長
2014年​４月​ 同​常務執行役員
2015年​６月​ 同​取締役常務執行役員
2016年​４月​ 同​取締役専務執行役員
2017年​４月​ ​同​取締役頭取
2024年​４月​ ​同​取締役会長【現職】

取締役会長
綾田　裕次郎

1985年​４月​ 当行入行
2011年​10月​ 同​営業統括部副部長
2012年​４月​ 同​融資部副部長
2013年​４月​ 同​経営企画部長
2015年​４月​ 同​執行役員経営企画部長
2017年​４月​ 同​常務執行役員
2017年​６月​ 同​取締役常務執行役員
2024年​４月​ 同​取締役専務執行役員兼CCO【現職】

代表取締役
取締役専務執行役員兼CCO
豊嶋　正和

1989年​４月​ 当行入行
2011年​４月​ 同​大阪支店副支店長
2013年​10月​ 同​明石支店長
2016年​４月​ 同​融資部部長補佐
2018年​４月​ 同​秘書室長
2020年​４月​ 同​営業戦略部長
2021年​４月​ 同​執行役員経営企画部長
2022年​４月​ 同​常務執行役員
2022年​６月​ 同​取締役常務執行役員
2024年​４月​ ​同​取締役頭取【現職】

代表取締役
取締役頭取
森　匡史

1990年​４月​ 当行入行
2013年​10月​ 同​徳島北支店長
2016年​４月​ 同​人事部グループ長
2019年​10月​ 同​人事部副部長
2021年​４月​ 同​人事部長
2023年​４月​ 同​執行役員大阪支店長
2025年​４月​ 同​常務執行役員
2025年​６月​ 同​取締役常務執行役員【現職】

取締役
常務執行役員
小田　英城

1988年​４月​ 当行入行
2009年​７月​ 同​水島支店副支店長
2011年​10月​ 同​本店営業部副部長
2014年​４月​ 同​福岡支店長
2017年​４月​ 同​丸亀支店長
2019年​４月​ ​同​執行役員丸亀支店長​
2021年​４月​ 同​執行役員今治支店長
2024年​４月​ 同​常務執行役員
2024年​ 6月​ 同​取締役常務執行役員【現職】

取締役
常務執行役員
菅　弘

1986年​４月​ 当行入行
2010年​４月​ 同​太田支店長
2012年​４月​ 同​経営企画部副部長
2013年​４月​ 同​秘書室長
2017年​１月​ 同​経営企画部副部長
2017年​４月​ 同​執行役員経営企画部長
2021年​４月​ 同​執行役員事務統括部長
2023年​４月​ 同​常務執行役員監査部担当補佐​​
2023年​６月​ 同​取締役（監査等委員)【現職】

取締役（監査等委員）
佐久間　達也

役員一覧（2025年7月1日現在）
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